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日本人の海技者が足りない、S. I．（SUPER IN-

TENDENT）が欲しい、などと海運業界全体が騒

がしくなって随分久しい。それどころか、海運マ

ーケットの上昇を背景にした未曾有の造船ブーム

は、将来に亘る極端な船員不足に拍車をかけ、そ

の深刻さは日毎に増大している。

海運業を取り巻く環境は、船舶設備の高度化、

運航形態の複雑化、環境保護や安全運航、ひいて

はテロ対策にも配慮を払わねばならない状況にあ

り、乗組員にかかる負荷は増大するばかりである。

船員不足は船舶コストの上昇と共に運航面での

質の低下を招く恐れがあり、乗組員に対する海上

業務負荷増大という状況を切り抜けるには、陸上

からの支援・指導体制の強化、なかんずく優秀な

S. I．の確保は不可欠の要素と言っても過言ではな

い。しかしながら、日本人の海技者を充分確保し、

且つ新陳代謝を行いながらその状態を今後も維持

することは、多くの船社にとって容易なことでは

ない。何故なら、これら海技者の源泉となるべき

外航日本人船員は１９８５年プラザ合意以降の円高を

経て一層減少し、その傾向は今も変わりはないか

らである。更に、その船員の卵である船員教育機

関への入学志願者の減少、卒業生の海離れ現象な

どにより、日本人船員を当てにしたS. I．確保とい

う図式が現実的ではなくなりつつある。

この海離れ現象は、日本人の生活様式・社会環

境、国民の中流意識や少子化に根ざしたものであ

ると考えると、一挙に流れを変えることは非常に

困難である。その背景のなか、有力船社は、船員

供給国に教育施設の建設を推進しており、外国人

船員経験者をS. I．に起用することは、もはや趨勢

といえよう。このことは当社においても例外でな

く、数ヶ国の外国人オフィサーをS. I．として配置

している。彼らは日本人社員と一緒に社宅より通

勤している者、或いはマンションから一人で通勤

している者など、日本での生活、東京での通勤地

獄に懸命に立ち向っている。そして、生活のみな

らず、仕事の面でも日本人に負けない成果を上げ

ており、大いに頼りになる存在である。国民性・

国情の違いによるのであろうが、少子化と、海離

れが顕著な日本に対し、故国を離れてS. I．として

頑張る外国人の状況を見るに、誠に複雑な思いが

する昨今である。然しながら憂いていても始まら

ない。国技館で、海外出身力士が流暢に日本語を繰

る現在、受け入れ側にも、真に技量を備えたS. I.

を海外より受け入れる度量としなやかさが、いま求

められている。

新しい海技者
日 本 船 主 協 会 常 任 理 事
三光汽船株式会社 代表取締役社長 松井 毅

巻 頭 言
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１．当協会の税制改正要望まとまる
―平成１９年度海運関係税制改正要望について―

平成１９年度税制改正要望については、２００６年８

月２日に開催された政策委員会で、税制改正を巡

る四囲の情勢を踏まえ要望内容を決定し、９月２７

日の定例理事会で承認された。

なお、同要望は従前どおり海運関係事項、国際

課税、企業税制に区分のうえ取りまとめた。概要

は以下のとおりである。（詳細は【資料１】参照）

� 海運関係事項

「トン数標準税制の導入」については、かねて

より当協会が早期導入を訴え、日本経団連をは

じめ関係方面の理解を得るための活動を行うな

ど実現にむけた環境整備を行ってきた。また、

既報（本誌２００６年７月号Ｐ．８参照）のとおり、

自民党政務調査会「海運・造船対策特別委員会」

の中に設置された「海運税制問題小委員会」にお

いて中間取りまとめが行われ、そのなかで「国

際的な海運税制の大きな相違は看過しえず、早

急な是正が必要であり、また税のコンバージェ

ンス（租税政策の国際的一致）の観点からもト

ン数標準税制の導入に取り組むべき」との考え

が示された。

国土交通省では、平成１９年度税制改正要望に

「外航海運におけるみなし利益課税（トン数標

準税制）の導入」を採りあげ、９月１日に同省

から財務省へ要望を行った。

また、日本経団連では、平成１９年度税制改正

提言（【資料２】参照）を９月１９日に発表し、そ

の中で、外航海運に係る法人課税について触れ、

「欧米を始めとする主要海運国において、運航

トン数を課税標準とするトン数標準税制が導入

されている。海洋国家であるわが国産業の基盤

としての海運業の課税のあり方について、国際

的な整合性の観点を踏まえた取り組みが必要で

ある。」との内容を盛り込んだ。

当協会では、引き続き全精力を注ぎ、国交省

と連携し、国会方面に対する陳情、一般紙等へ

の広報も含め活動を強化していくこととしてい

る。

トン数標準税制の他、平成１８年度末をもって

期限が到来する「船舶の特別償却制度の延長・

恒久化」、「船舶に係る固定資産税の廃止」、「ス

ーパー中枢港湾の特定国際コンテナ埠頭におい

て整備される荷さばき施設等に対する固定資産

税・都市計画税の特例措置の延長」等、既存税

制の維持・存続の実現にも国土交通省と連携し、

全力を尽くしていくこととしている。

� 国際課税

「タックスヘイブン対策税制の改善」等の国際

課税関係要望事項については、これまで通り、

日本貿易会等２５団体で構成する国際課税連絡協

議会の各団体と連携し、粘り強くその是正を求

めていくこととしている。
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特に外国税額控除制度については、経済産業

省が中心となり、一括限度額方式のあり方をは

じめとして次年度（平成２０年度）改正に向けた

集中的な検討が予想されるため、同協議会メン

バー団体と協調しつつ各産業界ともに納得のい

く制度改善を求めていくこととしている。

� 企業税制

「償却制度の改善（税法上１００％償却を可能と

すること）」については、経済産業省を中心に関

係省庁が足並みを揃え、財務省に要望を行って

いる。また、日本経団連においても平成１９年度

税制改正提言の柱（【資料２】参照）とし、業界

横断的な償却制度改善に向けた本格的議論が進

められている。

当協会では、１００％償却など減価償却制度の改

善を要望してきており、同制度について同様な

考えを共有する関係団体と制度改善に向けて協

調し、日本経団連に働きかけを行ってきた。昨

年４月に日本経団連は、「償却資産に係る税制ワ

ーキンググループ」を設置、これに当協会も積

極的に参画し、減価償却制度の改善を関係方面

に強く訴えるなどの活動を続けてきた。

その後、２００５年１２月１５日に発表された平成１８年

度与党税制改正大綱においては、同制度の改善

が、継続検討課題とされ、『最近の償却資産の使

用の実態や諸外国の制度を踏まえ、企業の国際

競争力や財政への影響に配慮しながら、税制の

抜本的改革と合わせ、総合的に見直しを検討す

る。』こととなった。

自民党税制調査会では、同大綱を踏まえ、本

年３月より償却制度の全面見直しについての検

討を始めた。この議論の過程において、見直し

の対象を特定産業の償却資産に限定するなどの

動きも伝わってきたため、当協会、日本内航海

運総連合会、日本旅客船協会の連名で、国土交

通大臣宛に、船舶も１００％償却可能とするよう見

直しの対象設備として含めた検討をするよう要

望を行うなどの活動を行った。

現在、平成１９年度税制改正に向けて財務省と

関係省庁間で、減価償却資産すべてを対象とす

る制度の総合的見直しに資するべく同資産の使

用実態の調査等、本格的な作業が開始されてい

る。

当協会は、２００６年１２月に予定されている政府に

よる税制改正案決定に向け、これら要望の実現を

目指し、国会議員をはじめとする関係各方面に強

力に要望活動を行っていくこととしている。

（企画部：松本）

【資料１】平成１９年度税制改正要望

海運関係事項

�．トン数標準税制の導入

欧米諸国では、世界単一の熾烈な国際競争に晒されている外航海運市場において、自国海運による安

定した輸送力を確保するため、トン数標準税制をはじめさまざまな助成策を外航海運企業に講じている。

トン数標準税制については、欧州では既に定着し、アメリカ・韓国などでも導入を果たし、今や海運の

国際標準となってきている。特に現在のような世界的な海運好況時には同税制を採用する国の海運企業

とわが国海運企業との間でキャッシュフローの格差が一層拡大し、わが国海運企業の国際競争力への影

響が懸念される。

これら諸国の海運企業に伍して、引き続きライフラインとして企業活動や国民生活を支えていくため

には、このような国際的な海運税制の大きな相違は看過しえず早急な是正が必要である。税のコンバー
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ジェンス（租税政策の国際的一致）の観点からも、わが国においても早急にトン数標準税制を導入する

ことを求める。

�．船舶の特別償却制度の延長・恒久化

船舶の特別償却制度（償却率：外航環境低負荷船１８�１００、内航環境低負荷船１６�１００）は、平成１９年３

月末をもって適用期限が到来するが、本制度を延長すること。

わが国の船舶償却制度は、主要海運国の恒久的な償却制度と比較しても大きく見劣りしたものとなっ

ているが、わが国外航海運企業が世界単一市場の中で諸外国の船社と互角の国際競争を行っていくため、

また、内航海運・旅客船会社の経営基盤を強化するために、せめて現状の特別償却制度は維持する必要

がある。

さらに、船舶の特別償却制度は５０年以上にわたり利用され続けており、有用性が充分検証されている

にもかかわらず、２年間の延長を繰り返す期限付き措置という不安定な状態に置かれている。かかる実

態に鑑み、船舶の特別償却については今回の延長に併せ恒久的な税制とすべきである。

�．船舶に係る固定資産税の廃止

国際船舶に係る固定資産税の軽減措置（課税標準を１�１５に軽減）は、平成１９年３月末をもって期限

が到来するが、償却資産である船舶に対する保有課税は収益課税との二重課税であり、課税の根拠が不

明確である。国際的にみても償却資産に対する課税は極めて異例であり、わが国海運の国際競争力を阻

害するものとなっている。

償却資産に係る課税が海運業や特定の設備産業に偏重し、課税の中立性にも問題があることから、船

舶に対する固定資産税の廃止を求める。

�．スーパー中枢港湾の特定国際コンテナ埠頭において整備される荷さばき施設等に対する固定資産税

・都市計画税の特例措置の延長

スーパー中枢港湾の特定国際コンテナ埠頭において民間ターミナルオペレーターが整備する荷さばき

施設等（管理棟ならびに荷役機械等）に対する固定資産税・都市計画税の特例措置（課税標準１�２）

は、平成１９年３月末をもって期限が到来するが、国際的に見てわが国港湾のコスト高が指摘されている

なかで、本措置が廃止され、特定国際コンテナ埠頭利用者に負担が転嫁されることとなれば、物流コス

ト増をもたらすことになる。公共性の高いコンテナ物流サービスの安定供給を維持するために本軽減措

置を延長すること。

�．とん税、特別とん税の廃止または軽減

外航船舶はとん税、特別とん税の他、船舶固定資産税、入港料等を重複して負担している。入港によ

る応益負担は当然のことであるが、これらの公租公課は諸外国に類例のない重複賦課である。港湾の国

際競争力強化および物流コストの軽減の観点から、本税の廃止または軽減を求める。
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�．内航燃料油に係る特例の創設

内航海運業は国内太宗貨物（主要産業基礎資材）の８割以上のシェア（輸送トン数ベース）を占める

など、産業活動の円滑化ばかりか国民生活の安定に大きく寄与している。さらに、わが国は京都議定書

で約された温室効果ガスの一つである CO２の削減など環境負荷低減の見地から現在、国を挙げてモーダ

ルシフトを促進している。これらを円滑に進めるためには、内航燃料油について、石油税の実質非課税

措置（還付制度）の導入が是非とも必要である。

�．内航船に係る代替建造促進策としての税制措置の創設

内航船の代替建造停滞にともなう深刻な事態の発生を未然に防止する施策として、適切な規模の船舶

の代替建造を中長期的に、計画的・安定的に進めるための税制上の措置を求める。

�．船員の支払給与に係る法人事業税の課税標準の特例措置の創設

外形標準課税に係る付加価値割の課税標準の算定に当たり、船舶の乗組員に対して支出される報酬給

与額を算定方法から控除すること。

国 際 課 税

�．タックスヘイブン対策税制の見直し

� 特定外国子会社につき、留保所得のある子会社のみならず欠損金のある子会社も合算の対象とする

こと

現在のタックスヘイブン対策税制は欠損金の合算が認められず、留保所得のある子会社のみ日本に

おいて課税するという著しく公正さを欠いた税制となっている。法人税法第１１条に規定されている実

質課税の原則から、実質上親会社と一体である特定外国子会社については、欠損金のある子会社も合

算の対象とすること。

� 欠損金繰越期限を撤廃すること

現在の制度では過去７年間の欠損金に限り、当期の所得計算上当該欠損金を損金算入できるが、長

期欠損法人の税制上の救済措置として繰越期間を撤廃すること。

� 軽課税国の判定基準の引下げ

軽課税国の判定基準を、国内の法人実効税率が４０％に引き下げられたこと、および諸外国の法人実

効税率が引き下げられる傾向にあること等を勘案し、２０％以下に引き下げること。

� 課税済留保金額の損金算入制限を撤廃すること

現在の税制では配当支払の１０事業年度前までの課税済留保金額しか損金算入が認められず、また、

損金算入自体も孫会社の支払配当までしか認められていない。１０年間の損金算入制限を撤廃し、曾孫

会社が二重課税にならないよう孫会社までの制限を撤廃すること。

� 控除未済課税済配当の控除（間接受領配当の調整）期間制限を撤廃すること

孫会社から子会社へ配当がある場合、その配当支払日から２年以内に子会社が親会社に配当を行わ
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なければ、孫会社の配当は孫会社の課税対象留保金額から控除されず、二重課税となる。二重課税の

排除の観点から、２年間の控除期間制限を撤廃すること。

� 適用除外の非適用業種から「船舶の貸付」を外すこと

現在の制度では、たとえ実態のある会社でも、業種が「船舶の貸付」であれば、軽課税国に存在す

るだけで特定外国子会社と見なされてしまう。実体のある海外子会社であれば、タックスヘイブン対

策税制対象外とすること。

� 移転価格税制上定義されている国外関連者から、タックスヘイブン対策税制が適用される特定外国

子会社を除外する

移転価格税制上、国内の法人と国外関連者（法人）間との取引価格を通常価格に引き直すため、第

三者取引価格の算出が必要とされるが、特定外国子会社は合算課税の対象となっているため、所得の

移転とはならず、課税上の弊害はない。従って、移転価格税制上定義されている国外関連者の対象範

囲から、タックスヘイブン対策税制が適用される特定外国子会社を除外すること。

�．外国税額控除制度の見直し

� 一括限度方式の堅持

国際的二重課税の排除方式として外国税額控除を採用しているわが国においては、企業のグローバ

ル化・複雑化に対処するため、また課税ベース、課税及び控除のタイミングを判断する際に、各国の

制度の相違が存在する以上、それらのミスマッチを緩和するためには、一括限度方式の維持が不可欠

である。

� 控除限度超過額の損金算入制度の創設

� 控除限度超過となった外国法人税は繰越か損金算入の選択を認めること

� 繰越期間内に控除できず、控除不能が確定した繰越外国法人税は損金算入を認めること

現在の制度では、外国にて支払った税額の控除限度超過額が恒常的に発生しているが、控除限度

額を超過のために控除できない外国税額は損金にも算入できないため、海運会社の海外展開に関わ

るコストの増加、国際競争力の低下を招いている。国際的二重課税の排除の観点から、上記の損金

算入制度が必要である。

� 控除限度超過額および控除余裕額の繰越期間を廃止すること

外航海運業では多額の外国税を恒常的に納めており、所得の発生時期と租税の納付時期の差等によ

り、控除されるべきわが国法人税と対応関係にないことから３年間の期限では控除しきれない場合が

多い。国際的二重課税の排除の観点から、控除限度超過額および控除余裕額の繰越期間制限の撤廃が

必要である。

� 間接外国税額控除制度の拡大

� 間接税額控除の持ち株比率の制限を現行の「２５％以上」から、欧米先進国並みの「１０％以上」と

すること

間接外国税額控除の持株所有要件は、現行の制度では２５％以上となっているが、多くの先進国で

は１０％以上となっている。国際的二重課税の排除の観点から、他の先進国に比べて厳しすぎる現行

制度を緩和することが必要である。
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� 間接外国税額控除の対象範囲を孫会社から、曾孫会社まで拡大すること

現行の間接外国税額控除は孫会社までしか認められていない。国際的二重課税の排除の観点から、

間接外国税額控除の対象範囲を曾孫会社まで拡大すること。

� みなし外国税額控除制度の維持

近年、みなし外国税額控除制度の縮減・廃止の方針が打ち出されているが、日本企業が、みなし外

国税額控除制度を認めている国との国際競争力の面で劣後するような事態は避けるべきである。

� 地方税から控除未済となった金額の還付制度の創設

� 地方税から控除未済となった金額は、法人税と同様に還付すること

� 還付が認められない場合は、少なくとも損金算入を認めること

控除対象外国法人税額が多いため、地方税の過年度の控除余裕額を利用する場合に、当期の地方

税の法人税割の金額を超えることがあるが、現行制度では、当該控除未済の金額が還付されず、将

来３年間控除未済額として繰越される。地方税においても、国税と同様控除未済となった金額につ

いては還付制度の導入が是非とも必要である。

企 業 税 制

�．法人税の実効税率の引き下げ

わが国の法人税率は依然として欧州・アジア各国の水準と乖離しており、企業の競争力を削ぐ要因と

なっていることから、法人所得課税の実効税率を現状よりも引き下げていくことが必要である。

�．連結納税制度の改善

� グループ内の寄付金の容認

連結納税グループ会社間の寄付金は全額が損金不算入となる。同一法人の事業部門間では問題とな

らない取引が、子会社化し連結納税制度を選択することで異なる取扱いを受けることは、連結納税グ

ループを単一法人とみなして課税する連結納税の考え方と矛盾するため、グループ内の寄付金は全額

損金算入を認めること。

� 小規模子会社の交際費損金算入

連結納税においても小規模子会社の交際費損金算入を認めること。

� 連結納税子会社の連結納税適用以前の欠損金の当該子会社所得との相殺

現行の連結納税制度では、連結納税適用以前の子会社欠損金は、適用時にすべて翌期以降への繰越

が不可能であり、連結納税制度適用の最大の障壁となって円滑な組織再編に結びつかない。

� 連結対象に特定外国子会社（１００％）も認める

便宜置籍船会社のように租税回避目的ではない１００％支配の特定外国子会社については、外国法人と

はいえ親会社と経済的一体が認められるので、課税対象となる連結グループ全体の所得に加えられる

べきものであり、連結納税の範囲を拡張することにより、内国法人の企業活動の活性化に資すること

ができる。
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�．償却制度の改善（税法上１００％償却を可能にすること）

多くの先進海運国では償却資産を備忘価額まで、ほぼ１００％減価償却することが可能であるが、わが国

の法人税法では取得価額の９５％までしか減価償却することができない。税制の国際的イコール・フッテ

ィングの観点から、備忘価額までの減価償却を可能とする税制改正を求める。

�．償却資産に係る固定資産税の廃止

船舶などの償却資産に対する保有課税は収益課税との二重課税であり、課税の根拠が不明確である。

国際的にみても償却資産に対する課税は極めて異例であり、わが国海運の国際競争力を阻害するものと

なっている。

課税が海運業や特定の設備産業に偏重し、課税の中立性にも問題があることから償却資産に対する課

税の廃止を求める。

�．温暖化対策税制の導入は絶対反対

物流コストの低減に努めている外航および内航海運にとって、温暖化対策税制導入による新たな税負

担は大きな打撃を受ける。

特に内航海運は、わが国の基幹的な輸送機関であり、環境負荷が小さくモーダルシフトの牽引車とし

ての役割や、静脈物流の担い手としても期待され、運輸産業全体で懸命に取り組んでいる。こうしたな

かで新しい税制が導入された場合には、大きなコストアップ要因となり、モーダルシフトの目標値達成

は困難となる等、結果として CO２排出量総量の削減にはつながらない可能性が大きい。

�．欠損金の繰越期間制限の撤廃

日本の税法では、過去７年間の損失に限り、当初の所得計算上損金算入できるが、長期欠損法人の税

制上の救済措置として繰越期間の撤廃が必要である。先進国の例では、米国では２０年間の繰越、英国に

至っては永久に繰越が認められている。

�．欠損金の繰戻還付不適用措置の廃止

法人税法では前事業年度の利益に対して当期の欠損金の繰り戻しを行い、還付を受けることが認めら

れているが、租特法により平成４年以降不適用措置が継続されている。欠損法人の救済措置として不適

用措置の廃止が必要である。

�．受取配当金の益金不算入制度の改善

� 特定利子規定の復活

平成１４年度税制改正において、受取配当金の益金不算入制度から特定利子規定が廃止されたことに

より、運転資金の借入および設備資金の長期借入が多い会社では、受取配当金の大部分が二重課税と

なってしまう。当該制度は連結納税制度導入による税収減の補完として平成１４年度税制改正にて廃止

されたが、論拠のない増税策であり、受容できない。

� 特定株式以外の株式等に係る受取配当の益金不算入割合の引上げ
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既に課税済みである株式の受取配当に対する課税は二重課税であり、現行の益金不算入割合（５０％）

を引き上げる（もしくは全額益金不算入とする）ことが必要である。

当該制度は連結納税制度導入による税収減の補完として平成１４年度税制改正にて変更（従来は益金

不算入割合が８０％）されたが、�と同様、論拠のない増税策であり受容できるものではない。

�．退職給与引当金制度の復活

退職給与引当金は、連結納税制度導入による税収減の補完として平成１４年度税制改正にて廃止された

が、当該制度は固定費の平準化に欠かすことのできないものであり、復活させることが必要である。

１０．税務上の取扱いに係る申告前の事前確認制度の導入

納税者の権利保護の明確化に資するため、事前確認制度を導入すること。

１１．交際費の損金算入

企業の積極的な活動を支援するため、営業活動を行うにあたって必要と認められる一定の支出に関し、

損金算入は認められるべきである。

１２．減価償却費、各種引当金・準備金、圧縮記帳積立金等の各種項目における税法での損金経理・利益

処分経理要件の撤廃

会計と税務が分離していく流れの中で、会計で処理したものしか認められないとする損金経理要件・

利益処分経理要件は不合理であり、撤廃すべきである。

【資料２】

平成１９年度税制改正に関する提言

２００６年９月１９日

（社）日本経済団体連合会

�．はじめに

わが国の景気は、漸く回復軌道に乗った。

企業業績の回復等を背景に、税収も順調に伸び、一般会計（２００５年度）では、当初予算（４４兆円）、補

正予算（４７兆円）を上回り、４９兆円に達した。とりわけ、企業の攻めの経営努力を研究開発促進税制・

IT投資促進税制等の支援措置が後押しすることにより、企業の業績は回復し、法人税収は１３．２兆円で、

３年前と比べ４割近い増収となっている。このような経済活性化による税収の増大こそが一国の維持発

展の基礎となる。この流れをより確固たるものとするよう、平成１９年度税制改正では、以下のような視

点が強く求められる。

まず、経済成長の維持、国際競争力強化の視点である。負の遺産への対応が終わり、構造改革により

体質の強化が図られ、国際競争への新たなスタートラインに立ったこの好機を逸することなく、新たな
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成長を加速させることが重要である。技術革新や生産性の向上といった将来への投資を促進させること

により、少子高齢化社会においても確固たる経済成長を持続させるために政策を総動員すべき時である。

また、国際競争は熾烈さを増しており、経済活動のインフラとしての税制の国際的な整合性の観点が一

層重要となっている。

次に、中長期的な経済成長と財政健全化を両立させる観点にたった税財政構造の一体的改革の必要性

である。先進国中最悪の財政状況を健全化し、少子化、高齢化社会においても、安定的な発展を次の世

代に託すためには、成長による税収の確保を図るとともに、国、地方を通じた徹底した歳出の削減と持

続可能な社会保障制度の構築が不可欠となる。２０１１年度において、基礎的財政収支を黒字化するという

政府方針を確実に実現するよう、税制面での改革への道筋を明確にする必要がある。

さらに、これらを実現するためには、中長期にわたる視点が不可欠である。平成１９年度改正は、活力

と魅力溢れる「希望の国」の構築に向けて、過度な単年度主義に陥ることなく、税体系全般の抜本的改

革に向けた第一歩と位置づけられるべきである。

�．法人税制

�．実効税率の引き下げ

わが国では、近年、平成１０年度、平成１１年度の二度にわたり、法人税の実効税率の引き下げが行われ、

現在約４０％の水準に留まったままである。しかし、元来、法人税率の低いアジア諸国はもとより、EU

諸国においても税率引き下げが行われた結果、わが国の実効税率は諸外国と比して約１０％の乖離（アジ

ア諸国も含む）が生じ、国際的に高止まりの様相を呈している。

法人税実効税率は、企業がグローバルな活動を進める上での基本的な競争条件の一つであるばかりで

なく、内外の投資の活性化、産業の空洞化回避による雇用の確保などを通じた、経済成長戦略の重要な

要素である。

社会保険料を含む企業の公的負担が増大するなかで、経済成長のエンジンである企業活動を如何に活

性化させていくかという観点から、税制の抜本改革において法人税実効税率の引き下げを図るべきであ

る。また、その際には、法人課税の対象や赤字法人の税負担のあり方など、広い負担の方途についても

併せて検討すべきである。

�．減価償却制度の見直し

わが国の減価償却制度は、昭和３９年度改正を最後に本格的な見直しが行われておらず、種々の見直し

が行われてきた法人税制において残された大きな課題の一つである。景気回復をさらに力強く継続させ、

今後の経済成長に結び付けていくためには、減価償却制度を国際的に遜色の無い制度に見直し、順調な

企業の設備投資を促進させて産業の国際競争力強化を図っていく必要がある。

� 償却可能限度額の撤廃

わが国の減価償却制度においては、償却可能限度額が取得価額の９５％に据え置かれているが、国際

的に見て、取得価額の１００％の償却を認めていない先進国は無い。取得価額の５％の簿価を残すという

合理的な根拠は無く、むしろ、資産の除却時に、一時的に損失計上が余儀無くされることから企業の
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設備更新の足枷にもなっている。償却可能限度額は早急に撤廃し、１００％の減価償却を認めるべきであ

る。また、事業用償却資産に対する固定資産税に関しても、償却可能限度額の撤廃に併せた見直しが

不可欠である。

� 法定耐用年数の短縮

わが国減価償却制度の法定耐用年数は、多くの設備において諸外国と比して長く規定されており、

投資費用の回収期間において国際的に不利な状況にある。

そもそも、設備の使用期間は使用条件や改良の有無などで大きく変化することから企業ごとに千差

万別であり、使用期間をもって償却期間の基礎とすることには無理がある。むしろ、税務上の償却期

間は、設備投資の活性化や制度の簡素化といった観点から検討すべきである。

単に使用年数を基礎とした償却期間ではなく、国際的なイコールフッティングや経済の活性化の観

点を踏まえて、法定耐用年数の短縮や償却カーブの見直しを図るべきである。併せて、耐用年数区分

の大括り化や、耐用年数の短縮に係る手続きの柔軟化などを進めるべきである。

�．国際課税

企業活動のグローバル化が進展するなか、企業の自由な国際取引や事業の予見可能性を高める上で、

国際課税制度の整備がますます重要になっている。この点に関し、政府において租税条約の改定やネッ

トワークの拡充が図られていることは高く評価できる。

企業が国際的な活動を進める上で、とりわけ国際的な二重課税を迅速に排除する制度が重要である。

� 移転価格税制

移転価格税制について二重課税を排除するためには、現状では、長期間にわたる二国間相互協議を

経る必要があり、企業の負担が大きいうえ、租税条約が無い相手国や相互協議が不調に終わるケース

では、二重課税が生じたままとなる。相互協議が成立した場合であっても加算税については調整され

ない。

また、現行では、制度の運用面において、特に役務提供取引、無形資産取引等の取り扱い、評価方

法については当局の裁量の余地が大きく、十分な企業の予見可能性が確保されていない。とりわけ、

本年３月の「移転価格事務運営要領」の改正で加えられた「調査において検討すべき無形資産」につ

いては、定義が具体化されないまま運用が拡大されており、早急な是正が必要である。通達による法

令の拡大解釈を防止し、国際的な二重課税を確実に防止、排除するため、定義の明確化、事前確認制

度や相互協議の迅速化、効率化、担当部署の体制強化が必要である。

さらに、制度適用の対象となる国外関連者の定義として、発行済株式等の５０％以上の保有が定めら

れているが、持分が５０％ずつの合弁事業等の場合には、必ずしも支配権を有しているとは限らないこ

とから、形式判断基準は５０％超の保有と改正すべきである。

また、例えば、資源保有国との関係など、課税権の配分が二国間関係に大きな影響を与えることを

踏まえれば、経済連携協定（EPA）を活用し、双方の合意や理解の形成に努めることも考えられる。

� 外国税額控除制度の見直し

外国税額控除制度については、実務的な簡便性などに留意しながら、見直しを図るべきである。具

体的には、�外国税額控除限度超過額及び控除余裕額の繰越期間の延長、�間接外国税額控除対象会
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社の拡大（出資要件の引き下げ、適用対象会社の範囲の拡大）等を図るべきである。

なお、外国税額控除限度額の計算方法において、わが国は一括限度額管理方式を採用しているが、こ

れは、実務的に簡便であり、また、企業活動のグローバル化の推進に資する特質を有するものと考え

られる。限度額管理方式のあり方については実務面への影響も含め慎重な検討が必要である。

�．合併等対価の柔軟化への対応

会社法において施行が１年延期されている合併等対価の柔軟化（いわゆる三角合併の解禁等）につい

ては、現行の組織再編税制の基本的枠組みに則した適切な取り扱いを行うべきである。

なお、非居住者が対価として日本市場で流通していない会社の株式を取得する場合には、再編時に課

税繰り延べを行うとわが国課税当局が課税機会を失するおそれもあり、租税回避行為防止の観点からの

措置も併せて検討することが不可欠である。

�．地方法人課税

� 地方法人課税のあり方

わが国では地方における法人課税負担が重く、企業の国際競争力の向上や地域の活性化を図る上で

の阻害要因となっている。また、法人所得に対する地方課税（法人住民税、法人事業税）は、わが国

法人税実効税率が諸外国に比べても高いことの大きな要因でもある。

税負担が重いだけではなく、法人所得に対する課税は地域や景気サイクルによる税収のばらつきが

大きく、本来地方税として適切な税目とは言いがたいことなど、地方法人課税については、制度自体

としても問題点が多く、体系的かつ抜本的な見直しが急務である。

消費税を含む税体系の抜本的改革の一環として、地方税のあり方についても、本来地方財政を賄う

ために相応しい税目は何かという観点から再検討すべきであり、法人所得に対する課税は国税に集約

しつつ、全体としての法人税実効税率の引き下げを図るべきである。

� 償却資産に対する固定資産税

製造業を中心とする多数の設備を有する企業においては、土地に対する固定資産税と同等かそれを

上回る負担額となっており、企業収益を圧迫し、企業競争力に悪影響を与えている。

もともと、償却資産に対する固定資産税に関しては、税制自体としての問題点が多い。即ち、製造

業など特定業界に負担が偏重しており、課税の公平性の面からも問題が大きいだけでなく、税収の面

からみても、自治体ごとのアンバランスが大きい。さらに、国際的にも、事業用の償却資産に対する

課税は非常に稀である。本来、事業用の償却資産は将来収益を生み出す源泉であり、企業の所得に対

しては地方税としても法人住民税・事業税が課されることに鑑みれば、償却資産に対する課税は二重

課税にほかならない。土地・家屋と異なり、償却資産に対する固定資産税だけは事業用の資産のみに

課税されることも問題である。

消費税を含む税体系の抜本的改革の際には、地方消費税を含めた地方税の体系についても根本的見

直しを行い、償却資産に対する固定資産税については、廃止すべきである。

� 地方法定外税等の見直し

地方法定外税は、本来は、地方自治体の創意工夫に基づき、当該地域における受益と負担の関係に
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基づいて導入されるべきであるが、現実には、当該地域から移動することができない一部の企業に対

象が限られる課税も多い。また、超過課税の採用についても、法人を対象とするものが大半である。

このように負担が法人に偏った地方課税については早急に是正すべきである。

� その他

連結納税制度を採用している連結親法人について、法人事業税外形標準課税における資本割額算定

上の持株会社特例を適用するにあたり、総資産額から連結子法人に対する個別帰属税額未収金を控除

するよう、見直しが必要である。

�．非営利法人（団体）課税・寄付金税制

� 非営利法人（団体）課税

昨年６月政府税制調査会から、新たな非営利法人課税のあり方について基本的な考え方が示されて

いるが、今後のわが国社会における非営利法人（団体）の重要性を積極的に支援する抜本的改革に向

け、さらに検討を深める必要がある。

民間非営利活動は、これまでの多くの公益法人のような主務官庁の活動を補充する役割としてでは

なく、多元的な社会・経済システムの中で積極的に位置付けられるべきである。このような観点から

は、本来、利益（剰余金）の分配を行わない非営利法人（団体）に生じた利益については、原則とし

て法人所得課税の対象外とすべきである。仮に、非営利法人（団体）の行う収益事業に課税を行わざ

るを得ない場合でも、限定した範囲にとどめるべきである。

なお、新制度施行後５年間の移行期間において、現在の公益法人が特例民法法人に留まる場合も、

非営利である限りは、課税対象とすべきではない。

� 寄附金税制

社会のニーズに対応した民間の非営利活動を支えるよう、企業ならびに個人による公益目的の寄附

金を積極的に支援する税制を構築する必要がある。

企業の寄附に関しては、社会貢献活動を一層充実させるために、現行の一般寄附金を含め、公益目

的の寄附に関する損金算入枠を抜本的に拡充すべきである。また、個人の寄附金控除に関しても、個

人住民税における扱いの見直しを含め限度額を拡充するとともに、相続財産の寄附についても対象の

拡大を図るべきである。公益目的の寄附金には、新制度における「公益法人」や「認定 NPO法人」に

対する寄附金のみならず、経済活動、非営利活動のグローバル化を踏まえ、国外も含めた一定の非営

利法人（団体）に対する寄附金まで幅広く含めるべきである。

�．会計基準改定への対応

資本市場のグローバル化に伴い、米国や EUを中心として、市場のインフラである会計基準の国際的な

統合（コンバージェンス）が進められている。わが国でも、「平成２１年に向けた国際的な動向を踏まえ、

会計基準の国際的な収斂の推進を図る」（経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６）ことが政府方

針とされ、コンバージェンスに向けた会計基準の見直し作業が加速されつつある。わが国の税制は、確

定決算主義、損金経理要件など、企業会計と密接に関係しているが、このような会計基準の見直しに伴

い、税制との関係において様々な課題が生じつつある。本年７月には、企業会計基準委員会から「リー
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ス取引に関する会計基準（試案）」、「棚卸資産の評価に関する会計基準」などが公表されており、これら

に関する税制上の対応を検討する必要がある。それぞれの項目ごとに、わが国産業の競争力や会計と税

務の二重管理の要否、企業実務に与える影響などを十分に踏まえた対応を図るべきである。

�．その他

� 研究開発促進税制の拡充

わが国産業が将来にわたって国際競争に勝ち抜き、少子化社会においても安定的な経済発展を維持

していくためには「科学技術創造立国」の確立が鍵となる。企業の研究開発投資を促進させ、技術革

新によりわが国産業の競争力を高めるよう、控除率や限度額の見直し等を検討すべきである。

� 信託法改正への対応等

先の通常国会から継続審議とされた信託法案が成立、施行された場合、これに伴う税制上の対応が

必要となるが、実質的な所得の帰属者に課税を行うという信託税制の基本的考え方に立って検討を進

めるべきである。

また、持分会社や組合、有限責任事業組合など様々な事業形態が可能となる中、形式的な法人格の

有無に着目した課税では対応が困難になっており、租税回避行為を防止しつつ、それぞれの事業形態

の実態に即した課税のあり方を検討すべきである。

� 特定資産の買換特例

長期保有土地等からの買換特例制度は多くの企業に活用されており、また、日本経済の新たな成長

を加速させるため、企業の資産買換えを通じた設備投資を支援すべきである。平成１８年１２月３１日に期

限を迎える、特定の事業用資産の買換特例については適用期限を延長すべきである。

� 産業活力再生特別措置法関連税制

わが国企業の生産性向上を推進する観点から、産業活力再生特別措置法に基づく計画認定事業者に

対して、（１）革新的な設備に対する特別償却、（２）事業再編に伴う登録免許税・不動産取得税の軽

減措置を講ずるべきである。

� 役員給与の損金算入

平成１８年度改正において役員給与の損金算入の仕組みが見直されたが、実務上対応が困難な点の修

正など、制度の充実を図る必要がある。

� 外航海運に係る法人課税

欧米を始めとする主要海運国において、運航トン数を課税標準とするトン数標準税制が導入されて

いる。海洋国家であるわが国産業の基盤としての海運業の課税のあり方について、国際的な整合性の

観点を踏まえた取り組みが必要である。

�．所得税ほか

�．証券税制

� 上場株式等の譲渡益・配当課税の特例

証券税制は、証券市場のより一層の活性化及び「貯蓄から投資へ」の流れをつくり出すための重要
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なインフラとして位置づけられるべきである。平成１５年度改正では、国内の個人投資家を中心とした

幅広い投資家が参加する証券市場を構築し、活性化させることを目的として、上場株式等の譲渡益、

配当について、５年間の時限措置ながら１０％の軽減税率が適用された。その後、徐々に株式市場は活

力を取り戻し、個人投資家の売買高や全体に占める個人の割合も増加基調となっている。

しかし、約１，５００兆円のわが国の個人金融資産に占める株式・投資信託の保有割合は、未だ１０％程度で

米国の３０％やドイツの１８％を大きく下回っており、さらに「貯蓄から投資へ」の流れの加速や株式の

長期保有を定着させる税制措置が必要である。こうした状況を踏まえ、当面、上場株式等の譲渡益な

らびに配当に係る軽減税率の適用期限を延長すべきである。

また、自己株式を公開買い付けした場合の個人株主のみなし配当非課税の特例について、適用期限を

延長すべきである。

� 受取配当金益金不算入制度

受取配当金への課税については、課税済所得からの分配に対する二重課税であり、これを排除する

必要がある。法人については、本来、全額が益金不算入とされるべきである。平成１４年度改正により、

減収に対応する措置として、益金不算入割合が５０％に削減されたままとなっているが、国際的にも異

例な制度となっており、早急な見直しが必要である。併せて、同時期に廃止された特定利子に係る措

置を復活させるなど、負債利子控除制度の見直しも必要である。また、個人においても、配当控除を

拡充すべきである。

�．少子化対策

� 少子化対策に関する問題意識

少子化対策は、わが国の経済・社会の健全な発展の観点から、喫緊の課題であり、国・地方自治体、

産業界・企業、地域コミュニティ、国民といった各主体が連携し、国をあげた取り組みが必要である。

国は少子化対策を重要課題として位置付け、わが国のあるべき経済・社会の将来像を提示して、国民

的運動を展開していく必要がある。

少子化対策として、経済的支援を講じるに当たっては、人数の多い団塊ジュニアの世代が、出産期

にあるこの５年間を新たな出発点として、子どもを持つ希望のある人々が安心して子どもを産み、育

てることができるように、子育て世帯に対する恒久的な金銭的支援に加えて、保育や教育のサービス

の量と質を確保するための施策を、同時に進めていくことが必要である。

� 子育て税額控除制度の創設

子どもを持つ世帯、特に乳幼児を抱える若い世帯は中低所得者が多いにもかかわらず、現在の扶養

控除は、高所得者ほど税負担の軽減効果が大きくなっている。また、扶養控除とともに、子育て世帯

に対する金銭的支援として、児童手当が別途、予算措置されているが、市町村が所得情報や社会保険

の加入情報を持っていないため、子どもを持つ世帯にとって、毎年、受給申請するための手続きが煩

雑となっている。

このような問題点を克服し、行政の効率化を高めつつ、中低所得の子育て世帯により配慮する観点

から、子育て世帯に対する金銭的支援について、現行の扶養控除と児童手当とをあわせて、「子育て税

額控除」に一本化すべきである。その際、課税最低限未満の世帯及び納税額が少ない世帯には、相当
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額を還付する仕組みまたは手当として支給すべきである。子育て税額控除の金額については、子ども

の年齢や人数に応じて、メリハリをつけることも考えられる。

この新たな仕組みに対する国民の理解を深めていくため、積極的に広報するとともに、源泉徴収票

に子育て税額控除の金額を別途明記すべきである。

� 企業における取り組みに対する政策的支援

両立支援の推進に向けた産業界・企業による主体的な取り組みを、わが国全体にすみやかに広げて

いくためには、先駆的に取り組む企業や、わが国企業の従業員数の７割を占める中小企業について、

利用しやすい税財政上の支援措置を講じていく必要がある。

�．高齢者雇用促進への対応

急激な少子高齢化、とりわけ団塊世代の退職による労働力の減少への対応が急務となっている。６５歳

までの継続雇用は未だ低水準に留まっており、税制上の緊急措置を講じて、高齢者雇用を促進する必要

がある。

公的年金等控除との関係も整理しつつ、６０歳以上の者が受け取る給与に係る給与所得控除について、当

分の間、通常の給与所得控除額に高齢者加算を行う制度を創設すべきである。

�．年金税制

企業年金の運用資産に課税する特別法人税については、平成１７年度税制改正において課税凍結措置の

延長が図られたが、公的年金給付の縮減に対応して、個人や企業の自助努力を促す観点から、本来、速

やかに制度そのものを廃止すべきである。年金税制の基本原則は、掛け金の拠出・運用時は非課税、課

税は受給時に行うというものである。

また、確定拠出年金は、公的年金給付の縮減が確実となるなかで、私的年金制度の中核として発展す

ることが期待されている。既存の退職一時金や企業年金から確定拠出年金への移行を行うためにも、拠

出限度額のさらなる引き上げが必要である。同時に、加入者からの要望が強い、加入者個人によるマッ

チング拠出、死亡・高度障害以外の事由による資産の引出し、中途脱退時の少額資産の引出し額の引き

上げを認めることも必要である。

さらに、平成２４年に廃止される適格退職年金制度について、企業年金制度へと円滑に移行させるため

の税制措置を講ずるべきである。

�．エンジェル税制の延長・拡充

エンジェル税制において、ベンチャー企業等に対する出資に関し、その後の売却により譲渡益が生じ

た場合に、課税所得を二分の一に圧縮する措置が講じられているが、ベンチャー企業の創出・発展を促

進し、わが国経済の活性化を図る観点から、本措置を延長・拡充すべきである。

�．金融課税一元化・社会保障番号の導入

高齢化社会における金融資産の効率的な活用を促進するよう、金融所得課税の簡素化、二重課税の排

除、損益通算・損失繰越による投資リスク低減の観点から、実務面の課題に十分配慮しつつ、金融所得
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課税の一体化を推進すべきである。

また、全ての納税者の所得を確実に捕捉し、納税者間の公平性を確保することは、税制に対する国民

の信頼のもとにあらゆる税制改正を進める上での大前提となるものである。

とくに最近では、社会保険料を含めた公的負担が増嵩していることから、国民が公平感を実感できる

ことがこれまで以上に重要であり、社会保障制度改革の一環として、年金や医療、介護等、個人への社

会保障給付を統一的に把握・調整する観点からも、個人への社会保障（ソーシャル・セキュリティー）

番号付与の必要性が高まっている。

社会保障と税を通じた共通番号による一元的なシステムづくりも念頭に、早期の導入に向けて、国民

の理解をいかに得るかを含め、具体的な検討を急ぐべきである。

�．印紙税

近年、インターネット販売の一般化など、経済取引のペーパーレス化が進展する中で、文書に課税す

る印紙税については合理性が失われてきており、抜本的な見直しを行なうべきである。

�．土地・住宅税制

良質な住宅・住環境は、豊かな社会形成に向けた不可欠の要素であり、社会的資産の側面も併せ持つ。

しかしながら、わが国の住環境は、防災、安全、環境、高齢化対応などの面で、未だ国民の求める水準

を満たしているとは言えない。先に成立した「住生活基本法」の趣旨に則り、良質な新築住宅の取得は

もとより、既存住宅の質的向上や円滑な流通に資する税制を構築する必要がある。また、活力ある都市

づくり、地域再生のための税制措置を講ずるべきである。

�．住宅投資減税導入に向けた早期検討

現行の住宅ローン減税は平成２０年居住分をもって終了する。今後は、借り入れ、自己資金を問わず、

また、新築・既存住宅購入、リフォームの区別無く、良質な住宅への投資を促進する恒久的な住宅投資

減税の導入に向け、早期に検討を開始すべきである。

�．住宅ローン減税効果の確保

現行の住宅ローン減税については、三位一体改革による所得税から個人住民税への税源移譲に伴い失

われてしまう減税効果を確保するよう、控除率・期間の見直しなど、所要の措置を講ずるべきである。

�．社会的要請に基づく住宅リフォーム促進税制の導入

平成１８年度税制改正において創設された耐震改修促進税制を拡充するとともに、耐震に備える建替え

も支援すべきである。また耐震同様に社会的な要請である、バリアフリー改修、省エネルギー改修、防

犯改修についても同様の税額控除制度を創設すべきである。
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�．都市・地域再生推進のための措置

平成１９年３月末に期限を迎える、都市再生特別措置法に基づく民間都市再生事業及び民間都市再生整

備事業に係る税制上の特例措置を延長すべきである。

�．その他

投資法人及び SPCが不動産を取得した場合の不動産取得税の特例措置の適用期限（平成１９年３月末）

を延長すべきである。また、PFI事業に係る資産の事業期間内での減価償却を認める特例を措置すべきで

ある。

また、良質な住宅取得を促進する観点から、特定の居住用財産の譲渡・買換えに係る特例措置の適用

期限（平成１８年１２月末）、住宅に係る登録免許税及び不動産売買契約等の印紙税の特例措置の適用期限

（平成１９年３月末）を延長すべきである。

�．環境税について

地球温暖化防止は、人類が直面する最も重要な課題の一つであり、地球規模での有効性を重視し、国

際的な連携協力を図りながら対応を急ぐ必要がある。

京都議定書の第一約束期間（２００８年～２０１２年）が近づくなか、わが国に課せられたマイナス６％（１９９０

年比の温室効果ガス排出削減量）の達成に向けて、国内では、昨年４月、環境税を具体的施策には位置

づけない形で閣議決定された「京都議定書目標達成計画」に沿って、政府、国民、産業界がそれぞれ取

組みを強化していくべきである。

わが国産業界は、９０年代前半から温暖化問題に対する具体的な行動を積み重ねており、その中心とな

る環境自主行動計画は、着実な成果をあげている。さらに、企業は、自らの排出削減に留まらず、環境

・省エネに係る技術開発を加速させ、新たな製品・サービスの提供を通じて、温暖化防止に大きく貢献

している。いまや、わが国の環境・省エネ技術は世界トップクラスであり、わが国の発展を支える重要

な分野の一つである。国は、企業による新たな技術開発や先進的な技術の内外への普及を支援すること

で、地球規模での温暖化防止に貢献するとともに、わが国経済の活性化を図るべきである。

経済と環境を両立させる地球温暖化防止対策の鍵は、民間の自主性を重視した行動の変革と技術革新

にある。一部には環境税の導入により、国民の行動を変える、あるいは環境目的の財源を充実させるべ

きであるといった提案があるが、増税によって民間の活力を削ぎ、国際競争力を阻害するばかりか、歳

出入の一体的な改革を通じた小さく効率的な政府の実現とも全く相容れない。また、同様の税負担のな

い近隣諸国への生産の移転を通じて、国内産業の空洞化を引き起こし、いわゆる炭素リーケージにより

地球規模での温室効果ガス排出量を増大させる惧れがある。さらに、環境税に、価格上昇による化石燃

料の消費抑制効果を全く期待できないことは、過去２年でガソリン価格が２割以上の上昇（２００４年７月

１１４円�リットル、２００６年８月１４４円�リットル）を続けているにも関わらず、顕著な消費減退が認められ

ないことからも明らかである。むしろ、現在の原油価格高騰局面では、単なる価格上昇を通じて、国民

生活に深刻なダメージを与えかねない。環境税は、地球規模の課題である温暖化防止には全く寄与しな

いことを銘記すべきである。
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�．道路特定財源

道路特定財源制度は、受益者負担の原則の下でわが国の道路整備の推進に大きな役割を果たしてきた。

道路整備需要の拡大に伴い、累次、税目が追加された結果、自動車の取得・保有、燃料消費といった種

々の段階において課税が拡大され、また、１９７４年からは暫定措置として本来の税率の２倍を超える負担

が課されたまま、今日に至っている。しかしながら、近時、歳出改革の一環として公共投資が抑制され

た結果、道路特定財源税収が道路歳出を上回り、２００３年度以降、道路整備以外への使途の拡大が図られ、

今後、さらに大幅な余剰が見込まれる状況にある。

政府与党は昨年１２月に、道路特定財源について、現行の税率水準の維持と一般財源化を図ることを基

本方針とした見直しを決定した。道路整備においても重点化や効率化により歳出削減を進めることは当

然のことであるが、特定財源において、歳入が歳出を上回る状況が続くのであれば、受益者負担の考え

方に則り、歳入面での見直しを併せて行う必要がある。

道路特定財源の見直しを進める際には、納税者たる自動車利用者の理解を得ることが不可欠である。

暫定税率を維持したまま使途を変更することは、道路特定財源制度の前提である受益者負担の原則を大

きく変えるものであり、納税者の理解を得ることは困難である。まずは暫定税率の速やかな引き下げな

どにより、納税者の負担軽減を図り、税制の抜本改革の中で、複雑な自動車・燃料課税の簡素化を進め

るべきである。

�．おわりに

本格的な少子化社会に突入したわが国の安定的な経済成長と財政健全化を実現させるためには、国、

地方を通じた歳出の徹底的な削減と併せ、税体系の抜本改革に向けた議論を加速させていく必要がある。

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」に示された通り、２０１１年度に国・地方を合わせた基礎

的財政収支の黒字化を達成するためには必要な要対応額と歳出削減額との差額は、税制改革によって対

応をせざるをえない。

経済成長を維持しつつ安定的な税収を確保していくためには、経済活力への影響が比較的軽微であり、

また全ての層へ公平に負担を求める消費税の拡充を中心に据えることが必要となる。基礎年金の国庫負

担割合の引き上げへの対応等のみならず、直間比率の是正など経済活性化を確固たるものとする税体系

の再構築の必要性を踏まえつつ、早期に税率の引き上げが必要となろう。

政府は、政策議論を深めるとともに、広く国民に対し、消費税を含む税制抜本改革の必要性について

理解を求め合意形成を図るべきである。
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２．今後の港湾問題への取り組み
―港湾物流専門委員会の設置―

既報（本誌２００６年７月号Ｐ．６参照）の通り、先

般、当協会組織改革のレビューが行われ、政策委

員会がこれまで分掌していた港湾分野全般にわた

る諸課題に専門的に対応するため、常任理事会の

傘下に『港湾物流専門委員会』（以下、「専門委員

会」）が新たに設置された。また、これに伴い、こ

れまで政策委員会の下に設置されていた「港湾物

流幹事会」および「物流システム幹事会」も同専

門委員会の下部組織とするなどの委員会組織の見

直しが行われた。

その後、専門委員会委員長に、外園賢治・�商
船三井常務執行役員が就任、さらに外・内航メン

バー９社の委員が参画し、専門委員会としての活

動を開始した。

専門委員会の分掌事項および当面の検討課題は

概略次の通りである。

� 分掌事項

�港湾の計画・整備・管理運営、�港湾運送
事業、�水先業務、�内外における港湾・水路
の利用に関する事項、�物流全般の効率化・シ
ステム化に関する事項

なお、水先制度改革およびこれに関連した横

浜・川崎港の曳船問題については、引き続き港

湾関連業務専門委員会にて対応することとして

いる。

� 当面の検討課題

� 港湾諸問題への適切な対応

船舶の入出港に際しては、水先、タグボー

ト、綱取放し等、多くのサービスの提供を受

けている。

専門委員会としては、これら日々提供され

る港湾サービスの向上や透明性の確保の観点

から、諸制度や慣習等に不合理な点があれば、

改善に向けて適切に対処することとした。但

し、これらサービスの対価であるいわゆる港

湾諸料金の設定については、港湾毎に事業者

とユーザーとの個別契約でそれぞれ決定され

ていることから、専門委員会の活動の範疇外

となる。

� パナマ運河拡張計画への対応

２０１５年を目途として、パナマ運河の拡張計

画が検討されており、拡張の是非を問う国民

投票が１０月２２日に行われることになっている。

同計画においては、既存通航船の料率そのも

のを大幅に引き上げ、工事費に充当させる考

えがパナマ運河庁から提示されている。

このため、専門委員会としては、ICS等関係

団体と連携を図りつつ、パナマ運河当局に対

して粘り強く船社意見の反映に努めていくこ

ととしている。

� 輸出入・港湾諸手続の簡素化、ワンストッ

プサービス実現への対応

わが国の煩雑な輸出入・港湾諸手続きの簡

素化について、専門委員会として、あらゆる

機会を通じて引き続きその実現を求めていく

とともに、利用者にとって使い勝手の良いワ

ンストップサービスの実現に向けても、日本

経団連とも連携を図りつつ積極的に活動して

いく。

� その他

交通政策審議会港湾分科会における長期港

湾政策の審議や、国際物流・コンテナ保安対

策等に関わる関係省庁の委員会での検討につ

いても、積極的に参画し、船社意見の反映に

努めることとしている。

（企画部：田中）
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１

国際会議レポート

BCコード強制化に向けた検討が行われる
―IMO第１１回危険物・固体貨物およびコンテナ小委員会（DSC１１）の模様―

２００６年９月１１日から１５日まで、ロンドンの国際海

事機関（IMO）本部において第１１回危険物・固体

貨物およびコンテナ小委員会（DSC１１）が開催さ

れた。主要議題は、固体ばら積み貨物の安全実施

規則（BCコード）の見直しおよび強制化、個品危

険物の輸送に関する要件の改正についてであった。

同委員会での審議内容は次のとおりである。

１．強制化に向けたBCコードの改正

前回DSC１０において、BCコード（固体ばら積み

貨物の安全実施規則）を強制化するためには、内

容の詳細な検討および全体的な書き直しが必要で

あることが合意され、コレスポンデンス・グルー

プ（CG）にて検討が進められてきた。

今次会合では、概要以下のとおり審議が行われ

た。

� 還元鉄粉の BCコードへの取り入れ

還元鉄粉は水と反応し、水素ガスを放出する

危険性があり、過去、同物質の運送中に爆発事

故が発生している。そのため、還元鉄粉の運送

要件を定めることとなり、その検討が行われた。

審議では主に運送中のカーゴホールド内の雰

囲気について検討が行われ、不活性ガスによる

ホールド内酸素の置換（イナーティング）を必

要とする意見と、イナーティングを実施したと

してもハッチカバーからのイナートガスの漏洩

など問題があるとする意見に分かれた。

審議の結果、当該貨物の正式名を「DIRECT

REDUCED IRON FINES : DRI FINES」とするこ

とは合意されたが、運送用件については、同物

質に関する情報が不充分であることから、さら

に情報を各国から求め、検討しなおすこととな

った。

� 硫黄の分類の見直し

IMDGコード（国際海上危険物規定）では、硫

黄の粉末を危険物としており、ペレット等の塊

状については非危険物としている。一方、BC

コードでは、粉状の硫黄は運送禁止としており、

ペレット等の塊状を危険物としている。

上記矛盾を解消するため、ドイツは、ばら積
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み運送する硫黄（ペレット等塊状）を、危険物で

はなくMHB（Materials Hazardous only in Bulk

：ばら積み時のみ危険性を有する物質）に分類

することを提案した。

しかしながら、審議において、賛同が得られ

ず、結果、同提案は合意されなかった。

� MHBのクライテリア

MHBは、「危険物ではないが、ばら積みの際、

化学的危険性を有する物質」と定義されている

が、明確な判定基準がない。そのため、米国は

MHBの判定基準案を提示し、さらに、３物質（硝

酸アンモニウム肥料、クロマイト鉱およびタピ

オカ）を Group C（化学的危険性も液状化危険

性も無い物質）からMHBにすることを提案した。

同判定基準については、明確化を支持する意

見もあったが、時期尚早との意見もあり、また、

米国判定基準案を検討するためには更にデータ

が必要であるとの意見もあったことから、米国

に更なる検討を依頼することとなった。

２．BCコードの強制化について

� 貨物の個別規定（BCコード付録１）の強制化

の範囲

BCコードの改正と併せ、貨物の個別規定の強

制化の範囲についても CGにて検討が進められて

きた。

審議では CGの報告を受け、貨物の個別規定の

うち、強制化すべき範囲を決定すべく、「貨物の

種類によらず全て強制化」、「化学的危険性を有

する貨物（Group B）のみ強制化」および「附録

１は強制化しない」という３つの選択肢につい

て検討が行われた。

審議の結果、貨物の説明（Descriptionおよび

Characteristics）および非常措置指針（Emergency

Schedule : EmS）を除き、貨物の種類によらず

全て強制化することが合意された。ただし、各

物質の運送要件を改めて見直すこととなった。

� BCコード本文の強制化の範囲

審議の結果、以下のとおり BCコード本文の強

制化の範囲が合意された。

前 文 （Foreword）は非強制

第１章 （適用、定義等）は強制

第２章 （一般要件）は強制

第３章 （船舶の人員の安全）は強制

第４章 （貨物情報等）は強制

第５章 （荷繰り）「全ての貨物は荷繰りする

こと」との要件（５．１．１）は「貨

物申請資料に基づき荷繰りすること」

に修正の上、強制

第６章 （貨物の静止角の試験法）試験法を考

慮すべきことを強制

第７章 （液状化）液状化に関する説明（第７．

２節）を除き強制

第８章 （液状化物質の試験）水分値計測が行

えない場合の処置（第８．２節 水分

値計測は強制要件であるため、強制

要件が満たせない場合の非常措置と

位置付けられる）を削除し強制

第９章 （危険物）強制

第１０章 （廃棄物）他の強制規程（例えばバー

ゼル条約）との齟齬が生じない内容

に修正し強制

新１１章 （保安要件）非強制

新１２章 （積付率換算表）非強制

新１３章 （関係規程への参照）関係規程を理解

すべき旨を明記する目的で強制

� 今後の予定および対応

BCコードの改正と併せて、わが国およびオー

ストラリアをコーディネータとするCGが設置さ

れ、BCコードの本文（保安要件、単位変換表を

除く）および貨物の個別スケジュール（DESCRIP-

TION、CHARACTERISTICSの一部及びEmSを除

く）を強制化することを前提として、各要件を

精査し、必要な表現の修正を行うこととなった。

なお、CGの付託事項は以下のとおり。

� 今次会合の審議結果を反映した BCコード本

文の改正

� SEED CAKE貨物の分類に関する検討

� 貨物の標準申告書式の作成

� BCコードと SOLAS条約における通風要件
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の整合に関する検討

� SOLAS条約第Ⅱ－２章、第Ⅵ章、第Ⅶ章の

改正案の検討

� BCコードの各種不整合�矛盾点の検討
� DSC１２での承認のため、BCコード改正案の

作成

３．IMDGコードの改正

� 世界調和システム（GHS : Globally Harmonized

System）導入に関する改正

化学品の分類および表示に関する世界調和シ

ステム（GHS）に基づき策定された「海洋汚染

物質の判定基準」が国連勧告に取り入れられた。

これに伴い、同判定基準の IMDGコードへの導

入について２００３年９月の DSC８から継続して審

議が行われている。

今次会合においては、同コード第２．９章（ク

ラス９危険物の分類等に関する記述）および２．

１０章（海洋汚染物質の分類等に関する記述）な

らびにその他関連箇所の改正案の検討が行われ

た。

審議の結果、同改正案については、原則合意

され、来年５月の専門家会合において、更に検

討が行われ、IMDGコード第３４回改正案（２０１０

年発効予定）に取り入れられることとなった。

なお、IMDGコード３．２章「Dangerous Goods

List」または品名別索引（INDEX）に海洋汚染物

質として規定されている物質を、評価基準に従

い、主管庁の許可を得た上で、海洋汚染物質で

はないとして運送することも可能である旨合意

された。

� 個別の提案について

� 貨物輸送ユニット（CTU : Cargo Transport

Unit）内で冷却目的に使用される無包装のドラ

イアイス

ドライアイスは、運送中に気化し、船倉内

の酸素濃度を著しく低下させるため、危険物

として扱われ、甲板下の積載禁止などの運送

要件が IMDGコードに規定されている。

しかしながら、冷却のために、魚介類と共

に剥き出しのドライアイスが収納されている

コンテナが非危険物として運送されているケ

ースが見かけられることから、ドライアイス

の取り扱いについて検討が行われた。

審議において、冷却目的のドライアイスは

コンテナ内にばら積みできるとする意見とば

ら積みは禁止であるとの意見に分かれたため、

専門家会合において、各国の意見を踏まえて

詳細な検討をすることとなった。

� ポータブルタンクによる運送

IMDGコードでは、ポータブルタンクでの

吸入毒性物質の運送における安全要件として、

自蔵式呼吸具の備え付けが要求されている。

また、SOLAS条約�－２�１９規則でも、危
険物積載船について、４組の自蔵式呼吸具の

備え付けが義務化されており、ポータブルタ

ンクを運送する場合において、両規則を遵守

する必要があることから、追加の自蔵式呼吸

具の備え付が要求されていた。

そもそもIMDGコードの要件は、SOLASの要

件が規定される前に導入されたものであり、

SOLASの要件が規定された現在においては、

不要な要件となっている。

ただし、SOLAS条約とIMDGコードでは船

舶の適用範囲が異なり、IMDGコードの要件を

削除した場合、国際航海に従事しない５００GRT

未満の船舶については、自蔵式呼吸具の備え

付け規定が全く無くなることとなる。

そのため、SOLAS非適用船に対しても、自

蔵式呼吸具の備え付け規定が残るよう、SO-

LAS条約Ⅱ－２�１９規則の規定により自蔵式
呼吸具を備え付けている船舶には追加の呼吸

具を要求しないとする改正案が合意された。

� 隔離要件の見直し

ベルギー、フランスおよびドイツが様々な

隔離要件について改正案を提案しており、ま

た英国は同提案に関しコメントを提出してい

た。

改正案では、「away from（水平距離で３ｍ

以上離して積載すること）」が適用される危険
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１

物同士は、コンテナ内で３ｍ以上の距離が確

保できる場合には主管庁の承認無しに同一コ

ンテナに収納できるとすることが提案されて

いた。しかしながら、同一船倉内での混載と

比較した場合に、同一の安全性を確保できな

いとする反対意見が多数の国からあり合意さ

れなかった。

また、その他の隔離要件改正に関する提案

についても、合意は得られなかったため、今

後、関係各国の協力の下、英国が積載および

隔離要件の包括的な見直し作業を続け、改正

について検討していくこととなった。

４．コンテナ固縛時の安全作業環境整備に関する

ガイダンス

コンテナ船上におけるコンテナ固縛作業時の人

身事故が後を絶たず、その主な原因はコンテナ固

縛方法および構造設備が作業者の安全を考慮した

ものとはなっていないとして、CSSコード（Code

of Safe Practice for Cargo Stowage and Securing）

を改正することを求める提案が２００５年５月の第８０

回海上安全委員会（MSC８０）に提出された。

同提案では、コンテナ固縛のための安全作業プ

ラットフォーム設備に関するガイダンスを追加す

べきとしており、前回 DSC１０より検討が開始され

た。DSC１０では本件に関する検討を CGに付託し、

その結果が今次会合に報告され、その内容につい

て審議が行われた。

審議の結果、今後の検討の叩き台が作成され、

２００７年を目処に引き続き CGで検討を行うこととな

った。

なお、コンテナ船での固縛作業現場への安全な

経路およびそのためのコンテナ船のデザインに関

する検討を設計設備小委員会（DE）および航行安

全小委員会（NAV）に要請することとなった。

（海務部：黒越）

内外情報

独禁法適用除外制度に関し、内外で動き
―外航船社間協定に対する日本、欧州、豪州の最近の動き―

外航船社間協定に関する独禁法適用除外制度（除

外制度）に関し、本誌２００６年８月号（Ｐ．７）で、

シンガポールで制度の新設が最終決定された旨お

知らせしたところであるが、これに引き続き、豪

州においても制度の枠組みを維持する決定（０６年

８月）がなされた。一方、２００３年３月以来除外制

度の見直しを行ってきた欧州連合（EU）は９月下

旬、２００８年１０月に制度を廃止するとの決定を行い、

欧州とそれ以外の地域での船社間協定に対する独

禁法上の考え方の相違が明確になった。このよう

な中、我が国公正取引委員会は０６年３月以降、我

が国除外制度のあり方を検討しており、その一環

として０６年９月１５日を締め切りとして関係者への

意見募集が実施された。当協会は、現行制度維持

を求めるコメントを提出し、国土交通省は現行除

外制度は同省の監視の下有効に機能しており、現

時点において制度を廃止する合理的理由はないと

の見解を既に明らかにしている。

これらの動きや関係資料について、日本、EU、

豪州の順に以下取りまとめた。

� 日 本

公正取引委員会は、常設の「政府規制等と競

争政策に関する研究会（規制研）」（座長：岩田

規久男・学習院大学経済学部教授）において外

航海運における今後の競争政策のあり方を検討

しており、２００６年３月以降計４回開催された規

制研での検討を踏まえ、６月１６日に現行適用除

外制度廃止を提言する報告書案（二次案）を公

表した。また、公取委は同日付で外航海運に関

する独禁法適用除外制度の在り方に関するパブ
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リックコメントを募集し、９月１５日の期限まで

に当協会、ICS（国際海運会議所）、ASF（アジア

船主フォーラム）などの関係者からコメントが

提出された。（９月３０日現在、コメントの提出状

況等については未公表）

当協会は、現行除外制度は諸外国の制度と整

合した上で有効に機能しており、同制度が廃止

されれば日本発着の定期船サービスの低下を招

き、国民生活を支える輸出入貿易に悪影響を及

ぼすおそれがあるとして、現行制度の維持を求

め、国益の観点からの慎重な検討を要請するコ

メントを提出した。（添付【資料】参照）

今後は、今秋に次回規制研が開催され、パブ

コメ募集結果についての検討が行われる見通し

である。

当協会は引き続き国際幹事会を中心に、現行

除外制度維持に向けた対応を継続することとし

ている。

� Ｅ Ｕ

欧州閣僚理事会は９月２５日、定期船同盟に EU

競争法からの包括適用除外を認める欧州理事会

規則４０５６�８６の廃止と、EU競争法手続法の適用

範囲を不定期船部門に広める欧州委員会の提案

（０６年１２月）を全会一致で承認した。

欧州委提案では、理事会での承認後２年間の

猶予期間を以って４０５６�８６を廃止することが定
められており、欧州発着航路における同盟活動

は、２００８年１０月以降、禁止されることとなった。

一方で、欧州委は０８年１０月の除外制度廃止前

に、海運分野（定期船・不定期船）への EU競争

法適用に関するガイドラインを発行することと

しており、これに先立ち、近日中に Issues Pa-

perを発行し、関係者の意見を求めることとして

いる。

当協会は、これまで ICS、ECSA（欧州船協）

などと連携して現行制度維持を求めてコメント

提出等を行ってきたが、EUでは受入れられない

結果となった。今後は、ガイドラインへの船主

意見反映が焦点となっていく。

［欧州委員会発表（０６年９月２５日）］

●定期船関係

４０５６�８６は２００８年１０月に廃止される。欧州委は廃
止前に、海運分野への競争法適用に関するガイド

ラインを発行する。

―近日中に定期船に関する情報交換システム

（ELAA新提案＊）の市場への影響等に関する

作業文書（Issues Paper）を発行。

―Issues Paper発行後、関係者コメントを求める。

コメントに対しては、欧州委が予備的分析を

実施。

―その後、関係者との協議と、欧州競争ネット

ワーク（ECN）の分科会（欧州委競争総局が

議長、EU加盟国競争当局�運輸当局がメンバ
ー）での協議を経て、欧州委が海運分野への

競争法適用に関するガイドライン案を発行。

―ガイドライン案発行後、１ヶ月間、関係者か

らのコメントを求める。

―その後、更なる EU加盟国との協議を経てガイ

ドライン最終化し、公表。

―その後、２００８年１０月に４０５６�８６廃止。（同盟活
動が禁止される）

＊ELAA新提案
２００６年６月、同盟制度の代替として、ELAA（欧州
発着定期船社２１社による団体）が欧州委に提出した
提案。船社から独立した組織がコンテナ荷動き量、
船腹量等の需給情報を収集・公表し、それに基づき、
船社間および荷主を含む関係者間で話し合い・分析
を行うこと（フォーラム）、THCなどのサーチャージ
に関するコスト要素を発表すること、などが主な内
容。

●不定期船分野

不定期船分野に関する EU競争法手続法の適用除

外条項を廃止。上記海運分野への競争法適用に関

するガイドラインには、不定期船分野も含める。

―これまでの関係者との協議を継続。

―２００６年中に外部コンサルによる報告書を公表。

―以上を踏まえ、ガイドラインを発行。（定期船

と共通）

� 豪 州

２００４年６月に見直しが開始された豪州の定期

船社間協定（同盟・協議協定・コンソーシアム）

に対する独禁法包括適用除外制度（PartⅩ of the
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Trade Practices Act１９７４）について、豪州政府は

０６年８月４日、プレスリリースを公表し、協議

協定を包括適用除外（PartⅩ）の対象から外す一

方で、同盟・コンソーシアムに関しては引き続

き PartXの対象とする方針を発表した。政府発表

の概要は以下の通りであり、船社側が求めた現

行制度の完全な維持は受け入れられなかったも

のの、船社側が挙証責任を果たした形で同盟・

コンソーシアムの存続が確認されたことは、７

月のシンガポールにおける競争法包括適用除外

規則新設に引き続き、除外制度に一定の意義が

認められた結果となった。

［PartⅩ見直しに関する生産性委員会報告書に関す

る豪州政府見解（０６年８月４日付）］

�PartⅩの担当閣僚であるWarren Truss運輸・地

域サービス大臣は、豪州政府が PartⅩを維持す

るものの、豪州を発着する外航海運の更なる競

争的改革を促進すべく改正する旨を明らかにし

た。

�Truss大臣が示した PartⅩ改正の要点は以下の通

り。

―目的の明確化

―協議協定を（包括適用除外）対象から除外

―船社�荷主間の対外秘個別サービスコントラ
クトの保護策を盛り込み

―手続き条項の違反に対する罰則の導入

�Peter Costello財務大臣は、外航定期海運に関す

る特別な制度の廃止に関する諸外国の動きをに

らみつつ、５年後に再度 PartⅩの見直しをする

ことになると発言。

�Truss大臣も豪州政府が PartⅩを今後更に見直す

可能性を示唆するととともに、制度変更に関し

て荷主、船社等国内関係者の意見を聴する考え

を示した。

（企画部：山上）

【資料】

２００６年９月１５日

社団法人 日本船主協会

外航海運に関する独占禁止法適用除外制度の在り方について

四面を海に囲まれ、食料自給率が約４０％（カロリーベース）、エネルギー自給率が約５％（原子力を除

く）に過ぎず、いずれも主要先進国中最低レベルにある我が国にとって、貿易物資の安定的な輸送確保

は必要不可欠である。したがって、輸出入の９９．７％（重量ベース）を担う外航海運は、まさに我が国の

生活と経済を支えるライフラインであり、外航海運サービスの安定と国民生活・経済活動の安定は表裏

一体と言える。

今回、公正取引委員会は、外航海運に関する独占禁止法適用除外制度の在り方についてのパブリック

コメントを募集すると同時に、同委員会が事務局を務める政府規制等と競争政策に関する研究会（「規制

研」）の検討結果（３ヵ月間で計４回開催された）として、外航船社間協定に対する独禁法適用除外規定

を廃止することが適当とする報告書案を公表した。当協会は規制研において、現行制度は諸外国との制

度と整合した上で有効に機能しており、同制度が廃止されれば日本発着の定期船サービスの低下を招き、

国民生活を支える輸出入貿易に悪影響を及ぼすおそれがあるとして、性急な結論付けを行わないよう慎

重な検証を繰り返し要請してきたところである。今回のパブリックコメントにおいては、規制研に対し

てこれまで申し述べてきた当協会意見の主要点を記すこととし、論点の詳細や関連データについては、

公正取引委員会ホームページで公表されている規制研に提出した当協会資料をご参照頂きたい。

（http：��www.jftc.go.jp�pressrelease�kenkyu.html）

１．外航海運業の特性と独禁法適用除外制度の必要性

� 外航定期船海運の特殊性
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外航定期船海運は、船舶の建造費やターミナル整備等に莫大な投資を必要とする一方、貨物量の

季節変動や往復航の貨物量の不均衡等により、構造的に供給過剰に陥り、破滅的な競争が行われや

すいという特殊性を有している。基幹航路を運営する米国船社の消滅、日本の定期船社の減少（嘗

ての１２社→３社）、欧州を中心に相次ぐ大規模M&A、不安定な市況等の事実は、このことを裏付け

ている。

このような業界において、安定した運賃・サービスを確保するための安定化装置として同盟制度

が誕生し、その後の独禁法の成立や強化等の環境変化に対応し、競争制限性を可能な限り排除しつ

つ、１３０年以上にわたって世界主要各国・地域でその存在が評価され、存続が認められている。

� 制度の国際的な整合性

現在、EU（日本発着のコンテナ輸送量の１２％）では制度見直しの動きがある一方、我が国最大の

貿易相手地域であるアジア（同６０％）、北米（同１７％）では同様の動きは見られていない。他方、最

近では、我が国同様のアジアの貿易立国であるシンガポールにおいて２００６年７月に除外制度新設が

決定されており、豪州でも８月に除外制度の維持（一部修正）が打ち出されている。このような状

況の中で、もし我が国が除外制度を廃止すれば、全世界を網羅する定期船航路の中で、日本発着航

路のみが特殊な法環境下に置かれることとなり、日本の貿易システムそのものが混乱に陥るリスク

がある。

２．現在の同盟・航路安定化協定の機能

同盟・航路安定化協定は、各国の法制変化および荷主の要請に応える形で、より競争制限性の低い形

に変貌してきており、現在の同盟・協定は市況の情報交換と共有を行う一方、世界貿易の拡大に応え得

る定期船事業への再投資を可能とする適正運賃水準の共通認識形成（運賃・サーチャージに関するガイ

ドライン設定）を主な機能としている。

現在、同盟・協定の存在する航路における運賃は、同盟・協定によるガイドラインを参考とした上で、

各船社・荷主間の個別交渉で決定されている。各同盟・協定ともガイドライン遵守を義務づけてはおら

ず、需給状況等によってはガイドラインの実効性が薄い場合もあると言える。但し、上述の通り、生来

的に破滅的競争を行う土壌のある定期船海運業界において、ガイドラインそのもの、もしくはその合意

形成の過程によって運賃安定化がもたらされていると言え、これにより不定期船分野に見られる極端な

運賃の乱高下が回避されているものと考える。

また、船舶建造に必要な長期・大型の投資にあたっては、同盟・協定内での需給状況等に関する情報

交換と、同盟・協定によってもたらされる運賃安定化への努力（安定収益見通しの共有）が極めて重要

な役割を果たしており、貿易・荷主業界のニーズに応じた適切な再投資のためにも同盟・協定活動は必

要である。

３．除外制度を廃止した場合の影響

除外制度が廃止された場合、以下の事態が発生することが懸念される。これらの懸念が現実のものと

なれば、日本経済への悪影響は避けられず、国民生活へも多大なる影響を及ぼす事になる。同盟・協定

に対する外部からの切迫した申し立てが明らかにされていない現状において、現行制度を早急に改廃せ

ねばならない必然性は乏しいものと思われ、寧ろ制度の存廃については、国益の観点から、時間をかけ

た慎重且つ十分な検討が必要不可欠である。

� 運賃とサービスの不安定化

荷主の国際的なサプライチェーンに外航海上輸送が組み込まれている現状下、日本の荷主の多く

が運賃・サービスの安定化を重視しているものと理解する。運賃・サービスの安定化装置としての

同盟・協定制度が失われた場合、除外制度のない不定期船（タンカー、ばら積み船）市況で見られ
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るような、短期間に運賃が大幅に上下する運賃乱高下や、有効な同盟・協定の存在しない日中航路

で指摘される運賃・サービスの不安定化（週・曜日単位の運賃変動、短期間での航路への参入�退
出の繰り返し）が発生し、我が国荷主が必要とする輸送サービスの提供が困難になることが懸念さ

れる。

� 更なる寡占化

同盟・協定の競争制限性の低下に伴い、歴史ある定期船社がM&Aや市場からの撤退を余儀なくさ

れていることは上述の通りであるが、除外制度が廃止された場合には、その後の無秩序な競争激化

により、一部船社の市場からの撤退＝寡占化が更に進展することは避けられない。除外制度が廃止

される事により、需給悪化時にはこれまで以上に運賃が下落する事になるが、これはまさしく破滅

的競争を意味し、体力や経営体力に劣る会社が淘汰され、その過程において荷主が受けるサービス

の選択肢が減少していく事になる。又、一旦寡占に近い状況が成立してしまえば、競争が著しく限

定的となる為、荷主が選択し得る運賃は高止まりとなり、且つサービスが悪化する等の弊害が懸念

される。理論上は、かかる寡占状態は新規参入により是正される事が考えられるが、現実には、巨

大なアセットの整備が必要となる外航定期船業への新規参入には相当の準備期間が必要であり、且

つ生き残っている巨大船社との競争は過酷を極める事が予想される事から、寡占状態の解消は容易

ではないものと思われる。

� 巨大船社による航路支配

世界の定期船社上位５社（運航船腹ベース）のうち、４社が欧州船社によって占められており、

最大手のマースク社（デンマーク）の輸送キャパシティは、邦船大手３社合計の２倍以上に達して

いる。欧州においては、税制面など自国船社への優遇措置が充実しており、船社の国際競争力維持

を政府が強力にサポートしている。一方、我が国船社は、欧州やアジア各国等と税制等の面で不利

な条件下において国際競争を行っており、市場に踏みとどまって競争を続けていく上で、除外制度

による運賃・収入の安定化が果たしている役割は大きい。このような状況下、除外制度が廃止され、

収支が決定的に悪化することになれば、経営上の観点から日本船社の定期船事業からの撤退という

事態も起こる可能性がある。

� 日本への大型船寄港の減少

アジア�北米航路、アジア�欧州航路という二大基幹航路において日本発着貨物のシェアは夫々
１０％程度である。かかる状況下、日本で除外制度が廃止されて協定活動が不可能となれば、過当競

争が起こって日本発着航路の収支が悪化し、同航路に供給される定期船サービスが低下することが

予想される。特に欧州航路においては、日本は地理的に航路の最東端であり、日本への大型船の寄

港を取りやめて中国等で折り返し運航を行うと、欧州・アジア間を一巡するための航海距離・日数

が短縮されて投入船舶を１隻削減でき、相当のコスト・セーブが可能となる。この場合、日本航路

に対しては中国等のハブ港との間での小型船の配船が主体となり、積み替えに伴うコスト増や、欧

州までの輸送日数の長期化による荷主の在庫積み増しなどが発生し、我が国製造業の国際競争力低

下や国民の生活物資の価格上昇につながることが強く懸念される。また、我が国の精密機械荷主な

どは、貨物ダメージの可能性が高くなる積み替えを忌避する傾向にある。さらに、日本がフィーダ

ー・サービス（支線）の対象とされることにより、年々取扱量を伸長させているアジア諸港に対し、

日本の主要国際港湾が埋没・衰退することが考えられる。

４．日本荷主協会の意見

規制研において、日本荷主協会は以下４点の現状改善が速やかに行われれば、早急な制度廃止を求め

ることなく、現行法の改革に向けて十分な議論を共に尽くすことも吝かではないとしている。
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２ 横浜・川崎港でタグボートの船社指名が実現
―横浜・川崎港のタグボートの配船問題の改善―

当協会では、水先制度の抜本改革の一環として、

わが国の主要港におけるタグボートや、綱取放な

ど船舶の入出港に係る港湾周辺業務について、水

先人との関係において不透明な慣行が存在するか

等について実態調査を行った。

その結果、横浜・川崎港のタグボートに関して

は、「水先人によるタグボートの指名」をはじめと

した不透明な関係が存在していたことから、平成

１６年１月、横浜市港湾局長に対し、タグボートの

配船の効率化かつ透明化の実現に向けた申し入れ

を行った。

これを受け、横浜市港湾局海務課長を座長とし、

当協会をはじめ川崎市港湾局、東京湾水先人会、

タグ会社等の関係者からなる「曳船利用に係る検

討会」が設置され、タグボートの配船に係わる諸

問題の改善について協議が開始された。

その後、平成１７年４月、当協会会長から改めて

横浜市長に対し、本件の早期改善の申し入れを行

い、関係者間で精力的な調整が行なわれた。その

結果、平成１７年９月開催の第３回検討会において、

�タグボートの配船主体の変更（主に東京湾水先
人会が水先人の配乗と併せて行なっているタグボ

ートの配船は、分離して横浜川崎曳船が自ら行な

う）、�ユーザーによるタグ指名の導入、�タグボ
ート料金設定方法の変更、といった座長改善案が

提示された。この改善案に沿って、現地関係者で

諸準備が進められ、本年７月２６日のこれら新方式

によるトライアルで、実施の目途が立ったことか

� 国土交通省による届出協定事項の開示と必要に応じ利用者の意見を聞くことを担保すること

� 二重運賃制の速やかな廃止

� 同盟・協定等における運賃・料金を変更あるいは新規課徴する際は、都度荷主団体と協議するこ

とを確約すること

� サーチャージ新設や値上げに際しては、その内容を十分説明すること

同盟・協定に向けられた上記�～�に関しては、当協会加盟船社が各同盟・協定に働きかけた結果、
�の二重運賃制度に関しては日本発着の全航路において２００６年９月１日までに全廃され、��に関して
は、日本荷主協会に対し確約を行った。

また、�に関しても、日本荷主協会と国土交通省の間で運用の改善が図られたところであり、日本荷
主協会から出された当面の要望に関しては、迅速な対応が図られたところである。

５．おわりに

上記４．で述べた通り、現行制度の下において、国土交通省並びに公正取引委員会の監督下、荷主と船

社が互いの立場を尊重しつつ共存共栄を目指して行く事は十分可能であり、現行制度の廃止を直ちに結

論付ける必要性は存在していない。

一方、有効な船社間協定のない日中航路においては、日本における船社・荷主間の話し合いの枠組み

が存在しておらず、運賃や料金の乱高下や混乱が起こっているとも指摘される。

当協会としては、同盟・協定の枠組みの中で、我が国航路において安定したサービスを提供しつつ、

荷主とのより良い関係を構築することが、船社経営のみならず、日本経済の安定に寄与するものと確信

している。

当協会は、公正取引委員会は、除外制度の廃止が我が国の貿易・港湾、そして社会経済全体に及ぼす

影響について、短期間の検討で結論を急ぐのではなく、国益および国際動向を踏まえて時間をかけて検

証を行うべきである、と考える。
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ら、１０月１日より正式に実施されることとなった。

（【資料１】・【資料２】参照）

タグボートの配船主体が、横浜川崎曳船に移管

されたことから、水先人によるタグボートの指名

が廃止されるとともに、原則、船社によるタグボ

ートの指名（０６時～０９時および１６時～１９時の混雑時

は輪番制）が実現する等、タグボートの配船の効

率化および透明化が実現することとなった。

当協会は、横浜・川崎港の新たなタグボートの

配船が円滑かつ確実に実施されるよう今後も引き

続き注視していくこととしている。

（企画部：佐藤）

【資料１】

平成１８年９月１９日

日本船主協会 様

横浜市港湾局・川崎市港湾局

横浜港・川崎港の曳船運営の改善について

平成１７年１１月、文書にてご説明させていただいた標記につきましては、関係者間において協議した結

果、この度、次のとおり実施することが決まりました。

［実施時期］

平成１８年１０月１日（日）から

［関連事項］

� タグ・オペレーション主体の変更

現在、主に東京湾水先人会がパイロット・オペレーションと併せ行っているタグオペレーション（配

船）業務は、分離して横浜川崎曳船が自ら行う。

（港湾局での入出港関連役務の一括あっ旋（「船舶運航動静等通知書」の提出）については、現行ど

おりとする。）

� ユーザーによるタグ指名の導入

各船社・代理店は、タグ（会社）を指名することができる。

ただし、朝夕のラッシュ時間帯については、効率性・安定性等の港湾機能維持の必要性から、横浜川崎

曳船が輪番制等の一定ルールで、タグ配船を行う。

� タグ料金設定方法の変更

横浜川崎曳船で決めているタグ料金については、各曳船会社で設定する。

（料金徴収業務については、これまでどおり横浜川崎曳船が行う。）

注）平成１８年９月１９日開催の横浜・川崎港曳船運営改善に関する説明会の配布資料

【資料２】

平成１８年９月

「配船基本ルール」について

横浜川崎曳船株式会社

当社は配船業務を曳船所有社から受託し、このルールに従い曳船を横浜・川崎港における入出港移動

に関る曳船作業に割当てる。

� 配船の方式
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３ パリMOU・東京MOU･USCGともに拘留船舶が減少
―２００５年のポートステートコントロール実施状況―

サブスタンダード船排除のためには、国際条約

に基づいて旗国がその責任を適切に果たすことが

重要であるが、中にはそれが十分に行われていな

い旗国がある。このため、この本来旗国が果たす

べき役割を補完するため、寄港国の権利として、

自国に入港する外国船舶への立入検査・監督（PSC

：Port State Control）を行うことが国際的に認めら

れている。

この PSCの実効性を高めるため、それぞれの地

域において締結された PSCに関する覚書（MOU

：Memorandum of Understanding on Port State

Control）のもと、各国が協調して PSCを実施する

体制が作られており、欧州における「パリMOU」、

アジア・太平洋地域における「東京MOU」のほか、

６つのMOU（地中海、黒海、インド洋、南米、カ

リブ海沿岸、西・中央アフリカ）が設立されてい

曳船配船の方式は船社指名を原則とする。ただし、安全かつ効率的な港湾機能を維持するため、朝夕

の混雑時間帯等には輪番制により配船をおこなう。

１ 船社指名

船社は自社の運航する本鉛の曳船作業に優先的に使用する曳船の所属会社を指名する。当社はその

船社の本船に関る曳船作業に指名された曳船社の曳船を配船する。曳船社の指名が無い船社の本船に

関る作業には、輪番制により配船する。

ただし、当該作業に使用する曳船隻数、馬力（規格）と、作業時点における曳船可動隻数、作業前

後における曳船の運用状況等の関連により、当社が指名社のタグを配船できない場合がある。この場

合には、所定の方式により配船する。

２ 輪番制

曳船各社の隻数を各社の輪番率として、会社輪番を定め、輪番に当たった曳船社所属の可動船から

配船する。

混雑時間帯の範囲

０６：００－０９：００および１６：００－１９：００とする。〔運航開始時間〕

� 配船する曳船の範囲

１ 当社が配船を受託した曳船。ただし、入渠等のため稼動できない曳船を除く。

２ 夜間早朝は原則として、当直船の中から配船する。当直船の運用等については別途定める。

３ 休日等は原則として、当日可動予定船の中から配船する。

４ 当直船及び休日等の可動船は、曳船の効率的運用などの観点から、当社が曳船所有社と協議し予め

定める。

� 実施期日等

このルールによる配船は平成１８年１０月１日の作業から実施する。その後、配船業務の実施状況につい

て関係者による評価をおこない、必要に応じて協議のうえルールの改定をおこなうものとする。

注）平成１８年９月１９日開催の横浜・川崎港曳舟運営改善に関する説明会にて配布
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る。

また、米国はこれらMOUの正式メンバーにはな

っていないものの、各地域MOUにオブザーバー参

加することで協力体制を築くとともに、独自の PSC

を実施している。

２００５年におけるパリMOU、東京MOUおよび米

国コーストガード（USCG）の活動の概要は以下の

とおりである。

１．パリMOUの活動の概要

（http：��www.parismou.org�）
欧州における PSCの標準化、協力体制の強化を

目的として、１９８２年に欧州１４カ国で締結された覚

書（パリMOU）は、現在２５カ国（ベルギー、カナ

ダ、クロアチア、キプロス、デンマーク、エスト

ニア、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシ

ャ、アイスランド、アイルランド、イタリア、ラ

トビア、リトアニア、マルタ、オランダ、ノルウ

ェー、ポーランド、ポルトガル、ロシア、スロベ

ニア、スペイン、スウェーデン、英国）が加盟し

ている。（下線を付した５カ国が前年より増加）

� ２００５年は、パリMOU域内で延べ２１，３０２隻の船

舶に対して PSC検査が実施された。このうち拘

留された船舶は９９４隻となり、検査隻数に対する

拘留率は４．６７％（前年は５．８４％）となった。

� ２００５年下半期に実施されたGMDSS（遭難・安

全に関する通信システム）に関する集中キャン

ペーンにより、４，７９４隻について検船が行われ、

２９隻の拘留があった（拘留率０．６０％）。

また、集中キャンペーンについては、次のと

おり実施、もしくは予定されている。

�MARPOL条約附属書�（油による汚染の防止
のための規則）関連について（２００６年２月～

４月）（東京MOUと同時実施）

�ISMコード関連について（２００７年の適当な時

期）（東京MOU、USCGと同時実施）

�SOLAS条約第５章（航行安全）関連について

（２００８年の適当な時期）

� ２００５年７月２５日に、PSCの今後の方向性に関

して概要次のとおり見解が発表された。

近年のパリMOUによる効果的な PSCが奏効し、

ここ数年、拘留船舶が減少してきている。一方、

２００４年に開催されたパリMOU・東京MOU合同

閣僚級会議で採択された閣僚宣言「責任の輪の

強化に向けて（Strengthen the Circle of Respon-

sibility）」により、今後は海事産業全体で船舶の

安全性を考えていく必要がある。

２．東京MOUの活動の概要

（http：��www.tokyo�mou.org�）
アジア・太平洋地域における PSCについては、

当初１１カ国で発足した東京MOUが加盟国を増やし、

現在１８カ国（豪州、カナダ、チリ、中国、フィジ

ー、香港、インドネシア、日本、韓国、マレーシ

ア、ニュージーランド、パプアニューギニア、フ

ィリピン、ロシア、シンガポール、タイ、バヌア

ツ、ベトナム）となっている。（前年からの増減な

し）

東京MOUでは、PSCに従事する検査官の能力お

よび監査方法の平準化が重要であるとして、PSC

検査官を対象とした基礎的な研修を日本において

実施している。

� ２００５年の総検査隻数は２１，０５８隻で、このうち拘

留された船舶は１，０９７隻となり、検査隻数に対す

る拘留率は５．２１％（前年は６．５１％）となった。

� ２００５年９月１日から１１月３０日まで、操作要件

（＊）に関する集中キャンペーンが実施され、５，０４０

隻について検船が行われ、１４４隻の拘留があった

（拘留率２．８６％）。

（＊）操作要件：海上人命安全条約（SOLAS条約）等では、
船舶の乗組員が船舶の機器・設備等を適切に操作す
るために必要な知識・能力を有すべきことが規定さ
れている。

３．米国コーストガード（USCG）の活動の概要

（www.uscg.mil�hq�g�m�psc�psc.htm）
USCGの活動は、１９７０年代に外国籍船舶に対して

米国海洋汚染防止法および航海安全法に適合して

いることを確認する目的で検査を行ったことに始

まり、１９９４年にはサブスタンダード船の入港を排

除するプログラムを策定した。
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また、２００１年には「Quality Shipping in the２１st

Century（QUALSHIP２１）」と呼ばれる、優良な船舶

を識別し、高品質なオペレーションを促進する制

度を確立している。

� ２００５年には７６カ国７，８５０隻が年間６２，８１８回米国

に寄港し、それに対して SOLAS（安全）検査が

１０，４３０回実施された。このうち拘留された船舶

は１２７隻で、検査隻数に対する拘留率は１．６１％

（前年は２．４３％）となった。

また、ISPSコード（保安）に関する検査は９，１１７

回実施されたが、改善命令のあった船舶は５１隻

に留まり、良好な結果となった。検査隻数に対

する改善命令の割合は０．６５％（前年は１．５１％）で

あった。

なお、日本籍船は４３回の SOLAS検査、３９回の

ISPSコード検査を受け、このうち SOLAS検査に

より拘留された船舶が１隻あった。

（海務部：小松）

表２ PSCに係る旗国ブラックリスト

パ リ ＭＯＵ 東 京 ＭＯＵ 米国コーストガード

Korea, Democratic People’s Rep.
Albania
Tonga
Honduras
Comoros
Georgia
Slovakia
Bolivia
Syrian Arab Republic
Cambodia
Algeria
Lebanon
St. Vincent & the Grenadines
Turkey
Brazil
Egypt
Ukraine
Taiwan, China

Korea, Democratic People’s Rep.
Honduras
Mongolia
Bolivia
Indonesia
Dominica
Cambodia
Vietnam
Belize
Bangladesh
Tuvalu
Papua New Guinea
Taiwan, China
Egypt
Georgia
Myanmar
Tonga
Thailand

Brazil
Cambodia
Honduras
Mexico
Portugal
Russian Federation
Saint Vincent & the Grenadines
Ukraine
Venezuela
Antigua and Barbuda
Croatia
Cyprus
France
Gibraltar
Italy
Malaysia
Malta
Netherlands Antilles
Panama
Sweden

表１ ２００５年PSC実施状況

� 東京MOU、パリMOU

� 米国コーストガード
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寄稿 

現在の国際法では、海洋の水域の部分を、国家

の管轄権が及ぶ水域（領海、排他的経済水域）と

及ばない水域（公海）に分けている。前者の秩序

は原則として沿岸国の権限に委ねられるが、後者

の場合は、そこを航行する船舶の旗国の権限の行

使が主要な役割を果たすことになる。公海におけ

る海洋秩序の維持、管理に旗国の役割は欠かすこ

とができない。

船舶を通じての公海の秩序の維持、管理は、船

舶とその旗国の実質的な関係を前提にしたもので

あった。しかし、第二次世界大戦後の便宜置籍船

の増加の結果、船舶が掲げる国旗と船舶の所有や

運航の実質が乖離し、旗国が公海上の船舶の有効

な管理と保護に必ずしも関心を持たなくなった。

このような状況での海洋秩序の維持、管理のため

に、旗国以外の国の管轄権の行使の可能性を拡大

する努力が行われている。しかし、本来は船舶の

運航や所有の形態に最も密接な関係を持つ国が旗

国となることがより望ましい。したがって、自国

民が船舶の運航や所有に実質的にかかわっている

国はそのための施策をとることが求められている。

船舶の運航者が便宜置籍をする大きな理由とし

て、税金や船舶の運航コストの問題が指摘される。

また、日本の船社が運航する船舶の場合には外貨

建ての決済による運航コストの安定性の確保とい

う面を見逃すこともできない。コストの削減とい

う目的から見ればトン数標準税制や配乗要件の緩

和は、船舶に自国の国旗を掲揚させるための施策

の一つである。

直接にコストの

削減とは関係し

ないものの、国

旗を掲揚させる

可能性を高める

ための一つの方

法として、チャ

ーター・インと

いう制度がある。

チャーター・インとは、Ａ国で所有権などを登

録した船舶が一定の条件を満たした上で、Ｂ国の

国旗を掲揚する権利を得るための登録をＢ国で行

うことをＢ国が容認する制度である。これに対し

チャーター・アウトとは、Ｘ国で所有権などを登

録した船舶がＹ国の国旗を掲揚する権利をＹ国か

ら得ることを、Ｘ国が認める制度である。この２

つの制度は、表裏一体で、相互に連関するように

見える。だが、制度の目的や機能は異なっており、

実際にこれらの制度を設けている国でも個別の制

度とみなされている。チャーター・インには、船

舶の所有権などの登録と切り離した形で、国旗を

掲揚する船舶を増やすために有効な制度という性

格がある。これに対し、チャーター・アウトは、

船舶の運航コストが安い国を旗国とすることを可

能にするものである。

チャーター・インは、第二次世界大戦後、自国

の船舶の多くを失ったドイツが、自国国旗を掲げ

海事産業の国際競争力の強化
と船舶の国旗掲揚制度

早稲田大学法学学術院・
教授

河野真理子

河野真理子氏
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る船舶を増やすための方策として、自国民が裸用

船する船舶を対象に導入した。ドイツでは経済復

興に伴ってこの制度の存在意味がなくなり、チャ

ーター・アウトの制度の方が重要になった。その

後自国民に船舶を購入する資力のない発展途上国

が、この制度を持つようになった。しかし、１９９０

年代からはむしろ、オランダ（１９９２年）やイギリ

ス（１９９５年）のような先進国がこの制度を設ける

ようになっている。また、マルタやキプロスなど、

海運に大きな利益を持つ国でもこの制度が設けら

れているといわれる。なお、代表的な便宜置籍国

であるパナマ、リベリアではチャーター・インと

チャーター・アウトの両方の制度があることも付

言しておかなければならない。

オランダやイギリスでのこの制度の導入の背景

には、ドイツ商船の８割、さらに世界で運航され

ているコンテナ船の８～９割をドイツ人が所有し

ている実態がある。ドイツの KG・コンストラクシ

ョンという合資会社がドイツ人の投資を集め、多

くの船舶を所有しているのである。このような事

情から、これらの二カ国は船舶の所有を紐帯とす

る旗国としての役割よりも、裸用船契約によって

自国を運航の根拠とする船舶の業務との関連性に

着目し、こうした業務に関連する海事産業の保護

に旗国としてかかわることを重視するようになっ

た。両国の場合、トン数標準税制の導入と配乗要

件の緩和によって自国を旗国とする船舶の運航コ

ストが下がっており、さらに EU加盟国の国旗の掲

揚により、加盟国域内でのカボタージュの権利を

得られるというメリットもあり、オランダやイギ

リスの国旗を掲揚する船舶が増加しているのであ

る。

ドイツの場合は、上記のような事情からドイツ

人の船舶への投資と陸上での海事産業の基盤をど

れだけ維持するかが重視される。したがって、ド

イツは旗国としての地位よりも、所有権などの登

録地となることによる投資や陸上の海事関連産業

の活性化を重視するのである。ドイツのトン数標

準税制が国旗を掲揚する船舶ではなく、私法上の

登録をする船舶を対象とするのもこうした事情を

反映するものである。ドイツ人が所有者となって

いる船舶では、ドイツを私法上の登録地としてト

ン数標準税制の適用を受け、チャーター・アウト

した先の国の国旗を掲揚して運航コストを下げる

ことが有利となる。実際にドイツではトン数標準

税制の導入により、陸上で３０００程度の雇用が開発

されたといわれる。ただし、２００３年のドイツ国内

の海運会議（政府、船社、船員組合が参加）で、

トン数標準税制の導入の見返りとしてドイツの船

社は自社が運航する船舶の一定割合にドイツ国旗

を掲揚することを約束し、これを実行している。

その結果、ドイツ国旗を掲揚する船舶が増加して

いることも忘れられてはならない。

フランスでは便宜置籍船問題への対策として、

海外領土のケルゲルン島に特別の制度を設けてき

たが、２００５年にこの制度を廃止し、新たな国際船

舶制度を導入した。この制度導入の基礎となった

のは、２００３年に提出されたリシュモン報告書であ

る。このリシュモン報告書はフランスの船舶の国

際競争力の強化のための政策を提言しており、特

にトン数標準税制と国際船舶制度の２つの制度に

ついての提言を行った。なお、フランスの新しい

国際船舶制度は、労働組合の強い圧力を容れ、フ

ランス人船員の保護を重視する内容になっている。

海事産業全体の国際競争力の強化については、

世界各国が熾烈な競争を繰り広げ、さまざまな法

制度の改革を行っている。その際には、それぞれ

の国で関係者が協力し、自国の海事産業全体を見

渡して、自国の利益が最も大きな部分を特定して、

国際競争力の強化を検討し、総合的な政策を策定

しているといってよい。日本でもこうした総合的

な視点からの海事産業の振興政策が求められてい

る。
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講師：中里 実（なかざと みのる）氏
１９５４年生まれ。１９７８年東京大学法学部卒業、同
助手、一橋大学法学部助教授等を経て、１９９５年
より東京大学法学部助教授、１９９７年より現職。
政府税制調査会特別委員。著書多数。

一 「デフレ下の法人課税改革」において提

案した�つの点

ご紹介をいただきました中里でございます。今

から４年前だと思いますが、減価償却制度＊１やタ

ックスヘイブン対策税制＊２、償却資産に対する固

定資産税等について、世界的な流れを調査いたし

ました。それを基にして出版した本が２００３年の『デ

フレ下の法人課税改革』（有斐閣）です。この中で

は７つの問題を取り上げまして、法人に対する課

税制度を次の７点について改めることがデフレ脱

却への道だということを述べたわけです。私は学

者ですから、特定の業界の利益になるために言葉

を振るうということはしてはいけない、また、す

るほどの能力もないというように思っております。

ですから、本の中で取り上げたテーマは、特定の

業界ということではなく、その７つの点を改正す

ることによって日本経済がよくなるということを

取りまとめて、中立的に書かれたものです。

取り上げたテーマを簡単に申し上げますと、ま

ず第一に、欠損金の繰越と繰戻し＊３についてもう

少し期間を長くしてはどうか。特に繰越ですが、

５年というのは世界的に見て、短すぎるというこ

とで、延ばすべきだと述べました。これは、７年

ということで実現しました。繰戻しも、凍結して

いるのを復活すべきであると書きました。これは

いろいろテクニカルなことがありますから、繰越

のほうが認められれば、実質的に企業にとっては

同じことなので、仕方がないのかもしれません。

それから、第二に、貸倒損失について、もう少

し認定する基準を緩やかにしてはどうか。貸付先

の会社が潰れない限り、貸倒損失の損金算入が認

められないというのは、行き過ぎではないかとい

うことを書きました。これは一昨年の１２月に、興

銀税務訴訟の最高裁判決が出まして、認められま

した。私は、その本の中で、興銀税務訴訟の東京

高裁の判決の考え方は厳格すぎ、貸倒損失の計上

を認めるべきであると述べておきましたが、最高

裁もそのように判決を下しました。

３つ目が、債権譲渡を行ったときの、これも貸

第�回海運セミナー（２００６年�月２６日開催）講演録
「トン数標準税制とこれからの海運税制への提言」

東京大学法学部教授 中里 実氏

▲東京大学法学部教授 中里 実氏

特 別 欄  
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付金債権を譲渡した場合には譲渡損というのが出

ないシステムになっているものですから、その辺

についてなんとかしたらいいのではないかという

ことで、デッド・エクイティ・スワップ等が絡む

問題ですが、これも一定の改善が見られたと思い

ます。

それから、４つ目は、銀行税について、これは

問題の多い税金で、特定の業界を狙い撃ちすると

いうのはあってはいけない話で、やるならすべて

の納税者同じようにというやり方がいいのではな

いかということですが、これも東京高裁の判決で

そのような考え方が採用されました。それだけで

はなく、和解という形ではありますが、一応の結

論が出ました。

５つ目は、タックスヘイブン対策税制です。タ

ックスヘイブン対策税制というのは、黒字の子会

社の黒字だけ課税、赤字の子会社は放置というこ

とになっているけれども、本当にそういう解釈で

いいのかということに疑問を持ちました。今はこ

れが、双輝汽船の事件で最高裁に行っております。

どんな結論が出るかわかりませんが、少なくとも

問題を指摘するという点に関しては、一定のこと

が言えたのではないかと思っております。

以上５つの問題に加えて、さらに２つの問題に

ついて、その本の第１章と第２章で論じています。

第１章は減価償却制度で、１００％償却というのが世

界で当たり前の時代になっている。なぜ日本だけ

１００％でないのか。１００％にすべきではないか。そ

れから、減価償却というのを資産の寿命に連動さ

せる考え方はもう時代遅れで、投下した資本の回

収という点からファイナンス的に見るべきであっ

て、資産の寿命は考える必要がない。コストリカ

バリーの発想で減価償却の本質を考えなければい

けないと申し上げました。これは海運業界の希望

でしたが、いまは産業界全体の意見になっていま

す。船主協会の問題意識が理論的であったという

ことだと思います。

それから、もう１つの問題は固定資産税につい

てですが、償却資産に対する固定資産税というの

は、フィリピンとカナダの州の一部ぐらいにしか

ない、国際的に見てかわった税制である。廃止と

は言わないけれども、いくら地方分権だと言って

も、世界的に異例な税制でもってあまりに多くの

税収が上がらないようするのがいいのではないか

ということを述べました。いまは、経済団体の中

でも償却資産に対する固定資産税を廃止すべきと

いう意見が出てきています。いま、これで１．５兆円

ほど税収が上がっていますが、確かに市町村は大

変ですから廃止というわけにはいかないと思いま

すが、もう少しなんとかなる方向に行くのではな

いかと思っております。

要するに、この本に書いたことは、たまたまで

すが、実現ないし真剣に議論されるということに

なった。なぜそうかというと、誰が見ても当たり

前の、特定の業界に偏らない中立的な、それを変

えれば日本の経済全体がよくなるという形の税制

改革の方向性を提示すれば、特定業界のエゴとい

うことになりませんし、賛成する方もほかにもあ

るわけですから、いずれそれが大きな流れとなっ

て実現して、結果的に日本の経済がよくなるとい

うことだと思います。

海運業界というのは、世界市場の動きに感応性

の高い業界、インターナショナルな業界ですので、

外国で何かが起これば、それに応じて日本もこう

したほうがいいというのが最初に出てくる業界だ

と思います。ですから、そこで問題点として感じ

ていることは、ある意味で世界的な常識であるこ

とも多いわけです。それを国内で言うことによっ

て、国全体のために結果的になることもあるので

はないかということです。私は、この本をつくる

のにあたり、中立的な形で税制改革の提案をし、
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それが実現しつつあることに少し驚いています。

どうすれば日本がよくなるかという視点で書いた

からこそ、当局にも届いたということなのではな

いかと思っております。今日はその延長線上でし

て、いくつかの問題点を拾ってお話しします。

二 トン数標準税制と減価償却制度

� トン数標準税制

その第一は、トン数標準税制＊４についてです。

これにつきましては、いきなりトン数税制にいく

前に、やはり減価償却のほうをとりあえず調整し

て、その後にというのが、世界標準に持っていく

ための道であろうと考えています。減価償却は全

産業に共通する話ですから支持も得られやすいし、

こんなに早く産業界全体の要望となるとは思って

いませんでしたが、まずこちらがさきでしょう。

トン数標準税制は、表面的には特定業界のエゴ

のような感じがしないわけでもないので、ストレ

ートに要求するのは難しいかもしれません。ただ、

４年前から現在にかけて動きを見ますと、今は世

界の海運国の標準になってしまいまして、日本も

トン数標準税制を採用しないと、場合によっては

日本経済自体が揺らぐ。つまり、海運業界のため

にという話ではなく、輸出入で生計を立てている

我が国の経済秩序自体に影響するものですから、

基盤の問題として必要なものといえるかもしれま

せん。いずれにせよ、これだけ世界各国が取り入

れてしまうと、むしろないほうが問題であるよう

に見えるような状況になってきている。それがし

かるべき識者の方々に届いて、いまそういう議論

が現実になされていて、そんなに遠くない将来、

何らかの形で入るのではないかと思っています。

いまは、これはむしろ世界的な傾向だろうと思い

ますし、特定の業界に絡みますが、これを要求す

るのは自然なことかもしれません。

トン数標準税制が導入されなければどうなって

しまうかといいますと、結局は、日本の企業が日

本国内に会社を置いておく必然性がなくなる。国

際競争力にさらされている業界が外国に出るとい

うのはある意味仕方がないのですが、それは必ず

しもいいことではないという価値判断は当然ある

わけですから、ギリギリのところで妥協して、国

際標準の税制に持っていって、企業立地に対して

日本の税制が大きな影響を与えないようにすると

いうのは、必ずしもエゴではないという気がしま

す。

船舶と外形標準の話で、トン数標準税制という

のは、別に外形標準で課税すること自体に特別な

意味があるのではないと思います。地方税で言う

事業税の外形標準というのは、赤字のときも税金

を取りたいという、むしろ課税強化の話ですから、

儲かっているときは当然税金を取るけれど、赤字

のときも税金を取りたいという考え方が反映され

たものなので、外形標準という言葉にあまり引き

ずられないほうがいいと思います。海運国の国際

標準であること、これが一番大きな意味であると

皆さんも思っているでしょうし、私も思っており

ます。特に、国際競争に直接さらされる業種の課

税というのは、課税方式自体が国際標準に則った

ものでなければ、国際競争に企業が敗れるのはあ

る意味しかたのないことです。外国は減価償却を、

例えば、資産の分類が３つとか５つぐらいしかな

くて、非常に短い期間でしかも全額償却できるの

に、日本は随分細かく資産が分類されていて、耐

用年数も長い。しかも全額償却できないというの

であれば、償却資産を抱えた業界は国際競争に敗

れ去るのは、ある意味必然でしょうし、ほかの国

がトン数標準税制で船会社に対する課税を極めて

軽くして、国際的な海運の発展を図っているとき

に、日本だけそういう税制を敢えて取らないとし

ますと、それ自体にある種のバイアスというのが

反映されてしまって、日本の海運業界が国際競争

に敗れるということが起こらないとも限らないわ

けです。

国際標準というのは、国際競争にさらされてい

る業界については避けて通れないもので、これか

ら外れた税制というのは、問題をかかえていると

思います。今の税制改革は、歳出・歳入の一体改

革ということでやっていまして、かなり歳出をカ

ットし、歳入の増加は消費税で図るという方向が
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打ち出されつつありますが、これは合理的な考え

方でありまして、出すものは少し減らし、消費税

で税収を上げ、法人課税はこれ以上強化しないと

いうのは自然なことだと思います。

べつにトン数標準税制だけではなく、国際運輸

業所得というのは極めて独特な扱いです。一般の

事業所得というのは、外国法人が自国内に恒久的

施設を有しているときに、国内源泉所得について

課税するというような、あるいは、投資所得につ

いては、国内源泉所得について支払の際に源泉徴

収をするというような課税方式ですが、国際運輸

業所得だけは、船舶、航空機は一緒ですが、居住

地が専ら課税権を持つというのが国際的な慣行に

なっていまして、これに反するシステムというの

はありません。なぜ、源泉地国課税がないという

扱いが国際運輸業所得について成り立っているか

といいますと、やはりそれだけ国際化された業種

ですから、そうでないと課税もきちんとできませ

んし、それのみならず、世界経済の発展のもとと

なる国際的な物流などが阻害されてしまうという

ような方向性が背後にあるのではないかと思いま

す。

ご承知のとおり、第二次世界大戦後の世界経済

秩序というのは、GATT�IMF体制、物流の面にお

いては、いまはWTOですが、GATTのほうで関税

を引き下げ、ブロック経済化しない。自由な物の

動き、人の動きを確保するということです。それ

から、金融の面においては IMF体制、これも国際

的なお金の動きを阻害しない。ですから、戦後の

経済秩序は、戦前のブロック経済化によって第二

次世界大戦が引き起こされたことに対する反省か

ら、ブロック経済化が起こらないように人、物、

お金、情報等が自由に流通するような制度をつく

っていこうというのが基本で世界経済が流れてき

たわけです。その中で国際運輸業は、直に人や物

の国際的な動きに直接関係するものですから、他

と違う扱いがあっても別に問題がないということ

があったのだろうと思います。

国際運輸業所得について、国際課税の世界では

独特な課税が一般的なこととして語られているこ

との延長線上で考えれば、トン数標準税制という

のも、もはや全世界的に見たときに一般的なこと

になっていて、むしろこれと異なる租税制度を用

いること自体に問題があるのではないかというと

ころまできているのかもしれません。日本に海運

業がなくても構わないのであれば話は別ですが、

そうでないのであれば、事業自体が成立するよう

にしかるべく課税方式を変えていくことは、特定

の業界を支援するのとは別に、制度として成立し

得るというようにも思えます。ほかの輸出入に関

わる業種の方々も、このことによって日本海運が

しっかりとした基盤を持っていることによって助

かるという場合はあると思います。国内でしたら、

道路を整備するというようなことです。これは公

共財で、国なり地方公共団体がするわけですが、

国際的な物流については、船舶や航空機が国内に

おける道路建設のような意味が一定程度あるので

はないかと思います。

もちろん、あまりそれを強調し過ぎますと業界

エゴに聞こえるところはあると思います。しかし、

諸外国がそうであることが、特にこういう分野に

おいては重要なのではないかと思っています。坂

本龍馬の昔から、やはり海運というのは特殊で国

際的でなければ成り立たないものだったというこ

とではないかと思っております。

� 減価償却制度

それから、第二は、減価償却制度についてです。

これは、経団連においてもこの要求がなされてい

るわけですが、この要求を最初に持ち出したのは

海運業界のはずです。それから、アメリカで２００２
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年でしたか、減価償却に関する議会の報告書が出

されていますが、これなども最初に取り扱ったの

は船主協会ではないかと思っております。ここで

取り上げるまでもなく、減価償却制度は１００％償却、

償却年数を縮める。それから、資産の分類をもう

少し大雑把なものにするという方向で、コストリ

カバリー方式へ一定の方向で移行するだろうとい

うように思われます。

やはり日本の国益を考えた税制改革の主張が出

れば、そんなに長い時間かからず、数年の間には

実現するのではないか。やはりそれが大方の支持

を受けることのできる正論であれば通るのではな

いかと思います。政治家の先生方は全体的なバラ

ンス感覚が優れた方々ですし、課税当局、あるい

は主税局も、世界経済に対する目配りを忘れるよ

うなところではありません。きちんと理論武装し

た形で「こうなっています」ということを言えば、

それは通るという、これは本当にいい例だったの

ではないかと思います。

４年前には、とても無理なのではないかという

感覚が蔓延していたわけですが、数年のうちに産

業界全体の考え方になってもう通りそうなところ

まできているということです。

三 その他の問題

� リース資産の扱い

なお、その他にあと２つ、今後考えなければいけ

ない問題があります。税制改革ですと、まだ他に

もいくつかありますが、それは様子を見ながら出

していくとしまして、細かな論点を２つ用意して

きました。１つがリース資産の話ですが、これは

嫌な問題が背後に隠れています。ご承知のとおり、

今迄はリースによって手に入れた資産は貸借対照

表に載せる必要はなく、リース料を損金算入する

という形をとっていた。リース料の損金算入とい

うものの意味は非常に大きくて、これがあるから

こそリース業が成り立っていたというところまで

いっていたのかもしれません。また、リースを受

け入れるほうの企業等にとっても、バランスシー

トに載せないことは意味があったわけでしょうけ

れども、全世界的な会計処理の流れのなかで、リ

ースを受けた資産をバランスシートに計上したう

えで、減価償却を行っていくというシステムにど

うも変わる方向である。これは押し留めるとかい

う話ではなく、全世界的な企業会計処理の基準の

なかで、移行はもう決まったものだと思われます。

そうすると、日本はいわゆる確定決算主義、企

業会計による扱いに基づいて税務決算を行うとい

うシステムを取っているものですから、企業会計

が変わると、税務計算のほうも同じような方向に

移る可能性が非常に高いし、そうすべきであると

いう考え方が当局から打ち出されているのが現状

ではないかと思います。

船舶業界は、私は実務が全くわからないもので

すから、私の言うことが的外れなのかもしれませ

んが、例えば、仕組船会社から傭船している船に

ついても、リースを受けた資産を貸借対照表に計

上して減価償却という形が、企業会計および税務

計算で一般的に採用される時に、仕組船会社等に

もし影響が出るとすれば厳しい事態になりうるの

ではないかと思います。それから、仕組船会社に

影響が出ないとしても、他のさまざまなリースを

受けている資産について、もちろん一般的な企業

と同じように影響を受けるわけです。

それから、こういう形になったときに困るのは

固定資産税ではないかと。今迄は、べつに固定資

産税をリースで受けた側で払っていたわけではな

いでしょうけれども、外国からリースを受けてい

る場合には、日本で固定資産税を払うのでしょう

か。それとも登録地でいくのでしょうか。その辺

が私にはわかりませんが、いろいろ実務的な問題

が出てくるのではないかと思っております。

� 関連企業間の役務提供

もう１つは、関連企業間の役務提供についてお

話ししたいと思います。去年から今年にかけて、

大きな移転価格税制＊５の事案が新聞等を賑わせて

います。有名な会社が移転価格税制で、多いとこ

ろで所得額で千何百億円、どの移転価格課税も数

百億はもう当たり前、少ないところでも１００億とい
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うような話で、税金も多いところでは６００億とか、

追徴課税がされつつあります。これは実態はわか

りませんが、深刻な打撃を企業活動について及ぼ

すことは間違いありません。

今後移転価格税制の扱いで一番の問題は、どう

も役務提供の話ではないかと思われます。国際的

な取引については、移転価格課税の話になります

が、国内的な取引についても寄付金課税の話で全

く同じ問題が起こってきて、両者が同じような基

準で処理されつつあるというのが今の状況ではな

いかと思われます。移転価格課税というのは、国

税局での扱いだったと思いますから、税務署では

移転価格課税というのは多分しないと思いますが、

署のほうでも、移転価格課税ではなく、仮払金処

理で寄附金課税を行うという、実質移転価格課税

と同じようなことも出てきていますから、いろい

ろなところで問題になると思います。まず、国内

における関連会社間の役務提供にかかる寄附金課

税では、従来よりも厳格な執行の方針、これは国

税庁の話であって、立法の話ではありませんが、

執行の方針がどうも出ているような気がします。

１つは、子会社の借入について親会社が無償で保

証をつけた場合の保証料。保証をつける以上は保

証料を取るべきで、子会社のために保証を行った

ら、子会社から保証料を取るべきである。取って

いないということは、子会社に対して無償で保証

サービスを提供しているのだから、これは寄附金

課税であるという考え方です。

この考え方を発展させると親会社の「暗黙の保

証」がある。同じブランドを使っていると暗黙の

保証があるというような形の課税も、行われうる

かもしれません。

確かに、いざというときに親会社が救済してく

れると思うから、その子会社に金を貸したのだと

言われたときに、国税のほうから見て「寄附金課

税だ」ということは、事実関係にもよるでしょう

が、やろうと思えばできるのかもしれません。ま

して、暗黙ではなく明示的に保証をつけてしまっ

ている場合、それが無料というのはなかなか通ら

ないし、保証料が低くても許されないだろうとい

うところがありえます。

それから、親会社のブランドを子会社に無償で

利用させている場合の使用料。これも親会社のブ

ランドなり商号なり商標なりが、一定の形で無償

なり低額で子会社によって利用されることは、そ

んなに異常ではないと思いますが、その場合にも

きっちりとした市場価格で使用料を取らないと、

寄附金課税がなされるという状況にあと一歩のと

ころまできているわけです。国際的に移転価格課

税でなされることが、国内的に寄附金課税ででき

ないはずはないという発想が表れているわけです。

それから、親会社の知的財産権を子会社に無償

で利用させている場合の使用料。これも、ノウハ

ウなど、いわゆる知的財産権とまで言われないよ

うなものも含めますと、使用料というのは随分い

ろいろな局面で出てくると思います。特に、一定

のノウハウというのは必ず企業グループの中には

あるはずですから、親会社が無償で子会社にノウ

ハウを利用させている。それは寄附金だとして、

寄附金課税を受けるということは理念的にはあり

得る。良い悪いを申し上げているのではなく、そ

ういう課税がなされる可能性が高いのではないか

と思われるわけです。

さらに、親会社が子会社の経営指導を無償で行

っている場合の経営指導料。だいたい親会社は子

会社の経営に口出しをするもので、それが経営指

導であると言われてしまうと、経営指導料を取ら

ずに無償で行っている場合には、寄附金課税だと。

これは現実に、平成１２年に外資系の企業について

判決があるわけです。経営指導料は取らなくてよ

いという判決でしたが、逆に言いますと、一定の

場合には経営指導料を取らなければいけないとい

うように読める判決ですから、そのような課税も

場合により可能ではないかと思われます。

これは「経営指導」と言われても企業は困って

しまいますが、いまの国際的な移転価格税制のな

かで、この経営指導料で、課税庁が移転価格税制

を適用する可能性があるでしょう。外国の子会社

に対して経営指導をしていない日本の親会社はな

いでしょうから、物の売り買いについて移転価格
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税制はなかなか適用しづらい。そうすると、子会

社が儲かっているのは親会社が経営指導をしてい

るからで、向こうで年間１，０００億円儲かっているの

なら、少なくとも５００億円はこちらに持ってこいと

いうような課税が、新聞を賑わしている中でもな

されています。国際課税で経営指導料関係の移転

価格課税がなされることや、国内課税でも寄附金

課税がなされることがそんなに異常ではないとい

うことになりうるわけです。

株主として子会社の経営に口出しをするのは、

別に無料でいいわけです。自分の利益を守るため

ですから。しかし、親会社が子会社に、株主とし

ての地位に基づかずに口出しをするのは経営指導

ですから、普通は無料でやってはいけないことな

ので、経営指導料を取らなければいけないという

発想で課税がなされるようです。

国際的な関連会社間の役務提供にかかる移転価

格税制の適用というのは、いま日本の世界に冠た

る大企業が、いくつもこの課税を受けています。

特定な名前を挙げるわけにはいきませんが、いま

外国で儲かっている業種で、外国の子会社なりジ

ョイントベンチャーなりがあると、利益のこちら

への持ってき方が足りないと国税が認定すると、

経営指導料ということで、日本にもっと利益を加

算する課税を行う。ところが、子会社がある外国

は、そんなに経営指導料名目で日本に利益を持っ

ていかれると、税収が減るから困るということに

なり、日本と外国の課税当局とで争いになります

が、相互協議で話がつくかというと、どちらも引

かない場合には企業に二重課税が残る。それが租

税条約で、どちらの国も引かない場合には二重課

税が残って仕方がないというのが租税条約のあり

方ですから、文句を言ってもどうしようもないと

いう状況が起こり得るわけです。

これはなかなか難しい話で、どうすれば避けら

れるか。あるホームページを見てみますと、「難し

い問題だから、気をつけなければならない」とい

うことしか書いていません。ということは、逆に

言うと解決の仕方がないのではないか。今一番深

刻な問題が、この役務提供の局面で、国内課税で

も国際課税でもある。突然、１００億とかやって来ま

すので、そのまま放っておくわけにはいきません。

そうすると、一定程度税務当局と話し合いをした

り、場合によっては裁判に訴えないと、今度は代

表訴訟でやられますので、本当に厳しい状況です。

ただ、これはべつに日本の課税当局が突出して

いるわけではありません。アメリカもドイツも課

税当局は同じように厳格で、日本のほうがむしろ

いままでは温厚であった。国際当局が国際標準に

なってきているということです。今迄日本の課税

当局は比較的、世界的に見ると非常に穏当な課税

をしてきたと思います。だんだん国際標準になっ

てくると、とりあえず課税して、あとは裁判所で

という状況になってくるというのも、べつに日本

の国税当局を責めるわけにもいかない。

では、どう見守ったらいいかということですが、

そういう問題があるということだけお伝えして、

あとのことは、またあとで考えるということでし

ょうか。

いずれにせよ、従来子会社等から対価を徴収し

てこなかった役務について、寄附金課税、あるい

は移転価格課税がなされる可能性が非常に増大し

ているということが、ここ数年で一番の問題にな

っていくのではないかと思います。

� 移転価格課税と配当課税

それから、他にもいくつかあります。移転価格

税制との絡みでもう１つ問題が生じるのは、移転

価格課税と配当課税との二重課税の問題です。ご

承知のとおり、移転価格課税がなされたあとに外

国から配当を受け取る。外国子会社の利益を日本

国内の利益だと認定して、移転価格課税が日本で

なされた。その後に外国からお金を受け取るとき

には、二重課税が起こらないようにしっかりと通

達なりがあって、配当を受け取っても課税がない

ようにされるわけです。

ところが、順序が逆になりまして、まず配当を

受け取ってしまって、あとから移転価格税制が適

用された場合には、今のような二重課税を調整す

る規定はありません。もう既に配当を受け取って
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しまったのだから、移転価格税制を適用する必要

はないではないかと言っても、「そのように条文は

なっていない」ということで移転価格課税が行わ

れます。これは、国税不服審判所でそういう主張

をして敗けた納税者があるわけです。私は、先に

配当を受け取って、あとから移転価格税制という

のは、移転価格課税を打つときに、先に配当を受

け取っているという事実を考慮したうえで移転価

格課税を適用しなければ違法になるというように

考えておりますが、いまの国税はそういうふうに

は考えておりません。これは、いずれ裁判等で決

着がつけられるでしょう。

� タックスヘイブン対策税制

移転価格課税についてはそういう付随的な問題

も起こってくるのですが、タックスヘイブン対策

税制については、いわゆる双輝汽船の事件で、タ

ックスヘイブン対策税制で黒字を合算課税した場

合に、赤字の会社が放置されるのはおかしい。赤

字の会社については、タックスヘイブン対策税制

以前の実質所得者課税の原則、法人税法の原則ど

おり１１条で、持ってきたければ持ってきていいの

だという解釈は充分に成立し得ると思っています。

タックスヘイブン対策税制ができたから、できる

以前よりも課税が懲罰的になるというのは理屈と

してどうなのでしょうか。最高裁がどういう結論

を出すかわかりませんが、重要な論点で、少なく

とも現行法の解釈でそれができなくても法律は変

えるべきだろうと思っています。懲罰的である必

要はないので、あるべき税額を課税するのがタッ

クスヘイブン対策税制の目的ですから、黒字だけ

合算するのではなく、赤字も当然持ってこられる

ように制度を改正することはあっていいし、現行

法上もギリギリ可能ではないかと思っております。

もう１つ、最近問題となっている事例がありま

して、タックスヘイブン対策税制と租税条約との

関係です。タックスヘイブン対策税制というのは、

租税条約を結んでいない国を対象として適用され

てきたわけですから、立法当初は何も問題がなか

ったのですが、いわゆる２５％基準で、タックスヘ

イブン対策税制の適用対象国が財務省の告示では

なく、税率で決まるようになった段階で、租税条

約締結国がタックスヘイブン対策税制との関連で

問題になるという事情が起こってきた。特にシン

ガポールとの関係でこれが起こってきたわけです。

ところが、日本とシンガポールには租税条約があ

りまして、タックスヘイブン対策税制は租税条約

に違反して違法、無効であるというのが正しい解

釈ではないかという考え方が出てきています。根

拠は、フランスの最高裁判所が、２００２年６月に、

スイスとの間の租税条約に違反してフランスのタ

ックスヘイブン対策税制が違法・無効であるとい

う判決を出して、その中に非常に詳しく書いてあ

るわけです。フランスの最高裁は、フランスの合

算課税制度がフランスとスイスの間の租税条約に

違反して、違法・無効であるという結論を下しま

した。その前にフィンランドの事件がありまして、

フィンランドでは、タックスヘイブン対策税制は

租税条約に違反しないという結論が出されている

わけです。これはどういう理屈かというと、フィ

ンランドの場合には、問題となったのはフィンラ

ンドとベルギーの関係ですが、どちらもOECD加盟

国なので、OECD加盟国のあいだではタックスヘ

イブン対策税制が租税条約に違反することはない

という考え方もありうるのかもしれません。です

が、シンガポールは OECD加盟国ではありません

から、日本のシンガポールに対するタックスヘイ

ブン対策税制の適用は違法・無効となる可能性が

高いと思います。裁判所で納税者側が勝つ可能性

があるのではないかと思っています。というのは、

いまの２５％基準のままでいきますと、諸外国の法
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人税率引き下げのなかで、例えば、アメリカの子

会社がタックスヘイブン対策税制の適用を受ける

ような事態も起こり得る。アメリカの子会社の所

得を日本に合算課税したら、こまるでしょう。そ

うだとすれば、シンガポールとアメリカでは、シ

ンガポールはいい、アメリカだとまずいというわ

けにはいかないので、タックスヘイブン対策税制

は租税条約に反するという考え方を一応取ったう

えで、どうしても租税条約に反すると言いたくな

いのであれば、交換公文を相手国と結ぶことを政

府はいつでもできるわけですから、交換公文を結

ばないでいて、租税条約国の子会社にタックスヘ

イブン対策税制を適用するということは問題なの

ではないでしょうか。交換公文があれば政策的に

は課税してもいいと思いますが、そうでなければ

理屈上あってはいけないのではないか。恐らく、

そういう理屈を裁判所が採用する可能性もないわ

けではないのではないかという予想を持っており

ます。いずれ裁判所の判決が出たら、判決が出た

段階で新聞報道等がなされる可能性は高いのでは

ないかと思います。

いろいろ考えてみますと、政策的に良い悪いは

別として、理屈上はそのように解釈せざるを得な

い。フランスの最高裁は世界でも名だたる優秀な

人たち、国家行政学院（Ecole Nationale d’Admin-

istration : ENA）、将来は大臣や大統領になる人たち

がフランスの行政裁判所（Coseil d’ Etat）の判事等

をやっているわけですから、この人たちが間違っ

た結論を出すはずはないような気がします。日本

の最高裁と同じぐらい優秀な方々がやっていると

すれば、そう間違った結論が出るはずもないので、

これは今微妙な問題です。

国が悪いと言うつもりはありません。日本の課

税当局も一所懸命努力したうえで、たまたまそう

なってしまったのでしょうけれども、理屈は理屈

として、その訴訟の成り行きに注目しています。

� 固定資産税

それから、固定資産税について、エキナカビジ

ネスに対する固定資産税の課税などが出てきてい

ます。私どもの大学も課税を受けつつあるようで

す。固定資産税について、東京都を中心に課税攻

勢が始まっています。船に対してはわかりません

が、例えば、エキナカビジネスの課税であれば、

鉄道用地は３分の１に評価が圧縮されるけれども、

そこで店を開いていると、そこは鉄道用地ではな

いのだから、通常の宅地評価になるというような

考え方が、次から次へと出てくるとすると、例え

ば、船舶に対する固定資産税の課税でも用途によ

っていろいろ出てこないとも限らない。東京都の

固定資産税が先鋭化していますので、それが日本

全国に影響を及ぼすことはありうるのではないか

と思っています。

取り留めのないことをいくつも申し上げました

が、以上、だいたいの問題をお話しさせていだき

ました。ありがとうございました。

＊１：有形固定資産の取得価格から、残存価格を差し引い
た部分を耐用年数内の各期間に分割し、費用として
計上する会計制度。償却可能限度は取得価額の９５％

＊２：正式名称は「内国法人の特定外国子会社等にかかる
課税の特例制度」。タックス・ヘイブン（所得に対し
軽課税もしくは無課税国）に所在する子会社を利用
して税の負担を回避しようとする試みに対処するも
のとして、一定条件の下、所得に対する税の負担が
２５％以下である外国子会社の留保所得を親会社の内
国法人の所得に合算して課税する制度

＊３：当期前７年以内に発生した欠損金を当期の所得から
控除できる制度（繰越）
当期の欠損金の割合に応じて前期の法人税が戻っ

てくる制度（繰戻し）
＊４：外航海運企業に課される法人税について、実際の利

益ではなく、船舶のトン数を基準として課税する外
形標準課税

＊５：親会社と子会社のような関連者間の取引の際、その
価格は課税上の所得金額の算定上、その取引が第三
者間で行われた場合に設定される価格をベースにす
ることとする制度
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ICS�ISF事務局長が交代を前に当協会を表敬訪問
９月末で退任を迎えた ICS�ISF＊事務局長 Chris Horrocks氏と、その後任として１０月から同事務局

長に就任している Tony Mason氏が９月１９日（火）に当協会を表敬訪問しました。

Horrocks氏は英国船協勤務を経て１９７８年に ICS事務局長に、１９８０年に ISF事務局長にそれぞれ就

任、２００６年１月には海運界に対する長年の貢献が認められ、英国王室より大英勲章第３位（CBE）＊＊

を授与されています。一方次期事務局長に就任したMason氏は、これまで P&O Nedlloyd社等で長

くコンテナ船事業に携わってきました。

両氏は当協会訪問の折、役職員を前に、世界海運界の動きやその中での当協会の役割の重要性、

今後の ICS�ISF活動のビジョン等についてスピーチを行いました。

また、当協会の他、国土交通省に冨士原康一海事局長を訪ね、トン数標準税制問題・船社間協定

に対する独禁法適用除外問題について短時間の意見交換を行いました。

（企画部：中村）

＊ICS：International Chamber of Shipping

国際海運会議所。各国船主協会を会員として１９２１年設立。本部はロンドン。海洋環境保全、船舶航行安全、

海事法制、情報システム・海運政策等について検討を行い、IMO等において海運業界を代表する組織とし

て活動している。日本船主協会は１９５７年４月に加盟。

ウェブサイトは http：��www.marisec.org�ics�index.htm

ISF：International Shipping Federation

国際海運連盟。各国船主協会を会員として１９０９年設立。本部はロンドン。船員の労働条件、資格、訓練、

福利厚生など海上労働問題全般にわたる国際的な検討、処理を目的とする団体。IMOや ILOにおいて、使

用者を代表する国際組織として活動している。日本船主協会は１９５７年５月に加盟。

ウェブサイトは http：��www.marisec.org�isf�index.htm

＊＊CBEは英国の勲章制度で３番目の高位で、そもそもは第一次世界大戦時の非戦闘員に栄誉を授けるためにジョ

ージ４世が１９１７年に制定したもの。産業界では過去にマイクロソフト社のビル・ゲイツ氏も授与されている。

▲（写真左から）Tony Mason氏・当協会中本理事長・Chris
Horrocks 氏

▲当協会役職員を前に両氏がスピーチ
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海上保安庁と当協会加盟船社による
海賊対策連携訓練が実施される

２００６年９月１５日、日本郵船�が所有する大型原油タンカー「TOBA」（２９９，９８０重量トン、２５名乗組

み）は海上保安庁と合同で海賊対策連携訓練を実施しました。

当訓練は南シナ海を航行中の「TOBA」が海賊の襲撃を受けた事を想定して、情報伝達訓練を中心

に実施され、日本郵船�のほかに国土交通省海事局および当協会が参加しました（当協会は通信訓

練による参加）。

訓練は、「『TOBA』が高速ボートによる海賊の襲撃を受けた旨を船舶管理会社および海上保安庁に

通報するとともに、ジグザグ航行や放水等により海賊の船内乗込みを回避する対応および乗組員の

安全を確保する行動を実施。連絡を受けた海上保安庁は付近を哨戒航行中であった十一管区海上保

安本部所属の巡視船『りゅうきゅう』に対し、救助を指示。『TOBA』の回避行動の結果、海賊は乗

込みをあきらめ逃走。『りゅうきゅう』は現場海域で不審船舶を捜索するが発見出来なかった」との

想定のものでした。

（海務部：平尾）

▲海賊対策連携訓練の様子▲
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�．CSRレポート創刊
新和海運は、本年６月にCorporate Social Respon-

sibility、すなわち「企業の社会的責任」に関する会

社の取り組みを記述した報告書を創刊しました。

従来の「環境報告書」を発展させて制作したもの

で、題して「新和海運 CSRレポート２００６」です。

最近９月にはその英文版も発行することができま

した。従いまして、本２００６年は当社の CSR活動の

新たな展開を繰り広げるスタートラインという記

念すべき年になりました。そこで本稿では、この

レポート発行の生みの苦しみを交えながら、そこ

に凝縮された当社 CSR活動のこれまでの取り組み

を紹介し、またこれからの展望についても触れて

みたいと思います。

�．当社CSR活動実績の掘り起こし
今回の当社の動きは、現在進行中の第三次経営

計画（２００５年度～２００７年度）に「CSR活動の推進」

が経営課題のひとつに取り上げられたことに直接

の契機があります。その背景には、他社における

企業不祥事や法令違反の多発、それらによって損

害を蒙った社会が企業に対して健全な社会の一員

として活動するようにとの要求、その実行手段と

して適時適正な情報開示による経営の透明性の要

求などがあります。言い換えれば会社を取り巻く

さまざまな利害関係者（日本でも“ステークホル

ダー”と呼ばれるようになりました）との交流の

必要性の高まりと言えるのではないでしょうか。

とにもかくにも、「CSR活動の推進」は総務グル

ープの役目となり、内部に事務局を設け推進を図

ることになりました。さて「CSR」、何から始めれ

ばよいのか？ 関連セミナーに出たり、書籍を開い

たりして本格的に総体を把握しようとすると、い

っそう掴み所が解らなくなります。「企業は社会の

公器」「三方よし（売り手良し、買い手良し、世間良

しとの近江商人の心構え）」「コーポレート・ガバ

ナンス（組織構成等から見る経営意思決定のあり

方）」「内部統制」「危機管理」「情報セキュリティ」

「気候変動」「地球温暖化」「サステナビリティ（経

済そして企業の持続可能性のある発展）」「トリプ

ル・ボトムライン（財務諸表の経済面と環境面、

社会面の３面で企業活動の帳尻を評価する手法）」

「グローバリゼーションとサプライチェーン（事

業の国際化に伴う海外委託連携先の人権問題など

にも及ぶ委託者の責任）」「フィランソロピー（寄付

・慈善事業）」「メセナ（文化・芸術活動への企業

の支援）」「SRI（社会的責任投資）」「Ceres（企業

に環境保全を普及しようという北米の団体）」「GRI

（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）

CSR報告ガイドライン」「環境省環境報告書ガイド

「新和海運グループのCSR」

新和海運株式会社 CSR委員会事務局 総務グループ部長 森 均

ＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣ
ＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳ
ＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲ
ココココココココココココココココココココ
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
ナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナ
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
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ライン」「ISO２６０００」等々続々と出てくる未知の用

語や観念の海に放り込まれることになります（そ

れぞれの詳細内容は今やインターネットの検索サ

イトで即座に調べることができます）。溺れかけな

がら掴んだ一つの説明に、CSRとは「企業が社会

の要請に応える（responseする）ことのできる能力

（ability）」とあり、この分かり易い言葉を頼りに当

社の CSR活動の実績を掘り起こすこととしました。

当社の CSR活動の歩みは、会社の事業が国家あ

るいは社会のための基幹産業に資する国際海上輸

送業務であるとよく社内で言われていたことから

すると会社発足以来の「公器性意識」に遡るので

しょうが、今日の取り組みの実際的な発端は２０００

年に制定された「新和海運株式会社企業理念」にあ

るといえます。その前文に、「今後とも社会の一員

であることを充分に認識し、時代の変化に適応す

る輸送サービスの開拓を通じて社会の発展に寄与

することを決意し」と謳っており、社会から信頼

される会社を標榜しています。その主要な活動実

績を列挙すると以下の沿革に表示されます。

＜新和海運グループCSR活動の沿革＞

２０００年 安全運航推進委員会設置、海難予防およ

び事故対策に関する規程制定

２００１年 新和マリン� ISO９００２認証取得、新和海

運グループ環境憲章制定、インサイダー

取引規制に関する規程改定

２００２年 環境報告書創刊、IR委員会発足

２００３年 当社等 ISO１４００１認証取得

役職員のための行動基準制定

２００４年 コンピュータ機器等の利用要領制定 コ

ンプライアンス委員会規程制定 内部監

査規程制定

２００５年 新和グループ安全運航管理委員会発足

２００６年 CSR委員会設置 CSR活動方針策定

コンプライアンス相談窓口取扱規程制定

個人情報保護管理規程制定

�．当社グループのCSR取り組み事項
CSRに関連する当社の足跡は以上の通りですが、

さらに現在および将来に向けて当社が取り組むべ

き CSRの課題は何か、これをしなくては社会的責

任を果たすことにならないような事項は何か、こ

れが実は重要で難しい問題です。

当社は、取り組む主体として、当面は当社およ

び当社の主要事業目的である外航海運事業に関連

する関係会社としました。ただし、本年７月には、

内航海運会社等を含む連結ベースの関係会社と協

議することを確認していますので、今後は新和海

運グループ全体で CSRを推進します。

次に、取り組み事項ですが、前掲の経営計画で

策定された推進事項は、「企業統治の確立とコンプ

ライアンスの強化」、「顧客満足度の向上と取引先

との良好な関係維持」、「積極的な情報開示と IR

活動の充実」、「社会貢献への配慮」および「地球

環境保全への貢献」です。皆それらしいテーマで

はありますが、いったい具体的に何をすればよい

のか、各論が問われます。CSRの概念が多岐にわ

たり、また発達してきた国、地域により様々な考

え方があることも、問題をぼかす原因になってい

ます。

そんなときに役立ったのが、日本経団連が作成

した「CSR推進ツールⅠ CSR主要要素のマトリッ

クス、II 主要項目と参考事例」でした（詳細は次

号で紹介される予定ですが、急ぎの場合 http：��
www.keidanren.or.jp�japanese�policy�csr.htmlをご

参照ください）。このツールを使い当社が未着手の

事柄、あるいは着手していてもさらに進める余地

のある事柄、そしてなすべき事柄の中から実現可

能な着実な目標になりうるものの選択、絞込みを

行いました。当社グループの事業規模、業務特性、

立地などに従って検討したわけです。個々の課題

は割愛しますが、カバーすべき範囲と要点を、前

述のトリプル・ボトムラインの考え方や先行の他

社例にならい、次頁のように表示しています。

このカテゴリー化は、各面相互にもっと重なる

部分もあり、また考え方によっては他の集合に帰

属する方が分かり易いかもしれません。その意味

では、絶対的に確定したものではなく、当社グル

ープ CSR取り組みの全体観と課題相互の位置づけ
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をイメージし、理解し易くしたものといえます。

特に、３面の中核にそれらの執行の基盤となるマ

ネジメント体制の健全性、機能性を充実する課題

を追加したのが特徴で、本年度 CSR活動方針に主

要項目として取り上げたのも、�コンプライアン
ス意識の浸透、�コーポレート・ガバナンスの整
備および�内部統制体制の整備の３点でした。
その他の課題の中には、VLCCをはじめとする船

舶の安全運航や海洋汚染防止の環境保全活動のよ

うに従来から必須項目として継続的に取り組んで

いるものや、高齢者雇用のように近時導入した事

項もあります。

�．CSR委員会の役割とCSRレポートの発行
当社では本年５月にCSR経営の発信地となるCSR

委員会が設置されました。社内横断的な組織とし

て６名の役員で構成され、社長が委員長に就任し

ています。この組織の役割は、CSR活動の基本方

針策定やその実行状況の検証を行うことに加え、

実績と今後の取り組みを公表するための CSRレポ

ートを発行することです。

CSRは社会の信頼を得て企業価値を高めること

ですから、課題を実行するだけではなく、その内

容を社会へレポートして、信頼できる会社か否か、

社会の皆様に判断して頂かなければなりません。

また読者からの感想やメッセージを受けて、当社

もどの様な期待に優先して応えるか検討する機会

を得ることができます。様々なステークホルダー

との双方向のコミュニケーションにより会社の存

在感にいっそうの磨きがかかるのを願っています。

CSRレポートの発行によって伝えたいことは以

下の２点です。まず、当社グループにはどの様な

ステークホルダーがいて、その信頼を築き維持す

るために当社グループはどの様に取り組んでいる

かという点、これを前半の「社会性への取り組み」

にまとめています。次に、当社事業の最重要取り

組みとしての船舶の安全運航と環境の保全を後半

の「環境保全への取り組み」に著しています。

前半の対象は、荷主を筆頭に海事産業の取引先、

官庁、金融機関、株主、投資家、従業員への取り

組みならびに災害支援や海運会社特有の社会貢献

を挙げています。

後半のポイントは、船舶安全管理システム、検

船活動、Plan Do Check Actの継続的サイクルによ
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る環境マネジメントプログラム、海洋汚染防止の

ダブルハル化、地球温暖化防止のための１９９０年度

比 CO２排出量削減の取り組み（下記グラフ参照）等

々をコミットしています。

�．今後の取り組み方針
前述の通り、一般的に CSRに関連する事項は非

常に多岐にわたります。とてもすべてを実行する

わけには行きません。本業を中軸に、当社の規模、

状況、業種特性などを前提に、コスト、労働時間、

効果などを検討して、質または量の重要性から優

先順位を付けバランスをとりながら推進して行き

ます。

今後の優先課題の一つには、投資家の信頼を高

めるための財務諸表作成業務における内部統制体

制の整備および手続きの可視化への取り組みが挙

げられます。

また、会社に一番近いステークホルダーである

社員は、取り組みの実践者にもなることから、CSR

の理解を深めることが肝要です。当社グループで

は各自のパソコンでいつでも「企業理念」を見る

ことができるようにし、CSRレポートを各自に配

布するとともに社内報でも解説して、社員の意識

改革を醸成しています。意思があれば社内文化も

徐々に変化していくことを信じ、継続して CSR

意識の浸透を図っていきます。新たな CSRへの

「気づき」を大切に育んで行けば、社員のモチベ

ーションも向上するのではないでしょうか。

先日社員から、本社所在地にある「丸の内消防

ボランティア」活動へ参加したいとの発案があり

ました。数名の短時間の参加ではありましたが、

会社が通常の勤務と同じ扱いにするなど、身近な

事柄から何かが動き始めているのを感じています。

�．むすび
畢竟 CSRとは、企業という抜群の生産力を持つ

にいたった仕掛けの中に、明日の社会生活を築く

市民の眼をはめ込むこと、と言えるのではないで

しょうか。これを機会により多くの船主協会加盟

会社の方々が、この眼によってそれぞれの取り組

みを検討されるように期待いたします。

「新和海運 CSRレポート２００６」は、以下のホーム

ページでご覧頂けます。

http：��www.shinwaship.co.jp�environment�report

�index.html

また、ご希望の方には冊子を送付しますので、

以下のメールアドレスへお知らせください。

LEGAL@shinwaship.co.jp
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☆せんきょうCSRキャンペーン☆
近年、海運業界のみならず各企業においてCSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）への
取組み�重要性が高まりつつあります。この現状を踏まえ、当協会では会員企業各社におけるCSR活動の参考とな
ることを目的に、取組み実態アンケートを行うとともに、本誌上にて先進的に対応する企業等の事例をご紹介して
います。（次回は日本経済団体連合会の予定）
＜これまでの記事とこれからの予定＞
２００６年５月号 CSRに関する当協会会員アンケート結果
同 ６月号 株式会社商船三井 同 ９月号 飯野海運株式会社
同 ７月号 日本郵船株式会社 同 １０月号 新和海運株式会社
同 ８月号 川崎汽船株式会社 同 １１月号 日本経済団体連合会
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メ ン バ ー 紹 介 

主要データ

会社概要 ２００６年４月１日現在

会 社 名 三洋海運株式会社

本社所在地 〒１００�０００４ 東京都千代田区大手町

二丁目６番２号 日本ビル

設立年月日 昭和２６（１９５１）年９月１３日

資 本 金 ７，５００万円

取 引 銀 行 三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行、

みずほ銀行他

主 要 株 主 新日本製鐵�殿

従 業 員 数 １４３名（陸上９３名、海上５０名）

支店・出張所 小名浜支店、大分出張所、名古屋出

張所

営 業 種 目 内航海運事業、港湾運送事業、通関

業、倉庫業、船舶代理店業他

航 行 区 域 内航

主 要 航 路 吉津�名古屋、大分�苅田、君津�

大船渡

主 要 荷 主 新日本製鐵�殿、堺化学工業�殿、

小名浜精錬�殿、南明興産�殿

主 要 貨 物 石灰石、水砕、硫酸鉄、銅精鉱、石

炭

グル－プ会社 三信海運�、相馬海運�、碧南マリ

ン�

No.2 三洋海運株式会社

▲社旗

▲代表取締役社長 三木孝幸 ▲入居する日本ビル外観
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歴 史 （沿革と現況）

１９５１年９月 三洋海運株式会社創立

（東京都千代田区神田鎌倉町１）

小名浜出張所開設

１９５６年３月 小名浜港にて第一種港湾運送事業を

登録

１９５２年３月 本社事務所移転

（東京都中央区宝町２�４）

１９６０年５月 本社事務所移転

（東京都中央区銀座西２�３中島ビル）

１９６２年３月 本社事務所移転

（東京都千代田区丸の内３�１０富士製

鐵ビル）

１９６４年７月 名古屋出張所開設

１９６７年１１月 小名浜出張所を支店に昇格

１９７０年５月 大分出張所開設

１９７０年８月 本社事務所移転

（東京都千代田区大手町２�６�２日本ビ

ル）

入会日・所属地区

１９５７年４月１日 （京浜地区船主会所属）

“ガンバレ”若手社員

入社してから２０年、営業から総務に異動になっ

て１年が経った。

総務に異動になってからは、外出する機会も減

って専らデスクにへばり付いている毎日を過ごし

ている。そのせいかこの頃、ポッコリお腹が膨ら

んで、年齢的にも体形的にも中高年の仲間入りと

なった。

過日、運動する数少ない機会である社内のゴル

フコンペが行われたので参加した。スコアーは、

組 織 図

株 主 総 会

監 査 役

取 締 役 会

代表取締役会長
代表取締役社長
取 締 役

監 査 役

業 務 連 絡 会

総 務 部

営 業 部

海 務 部

小 名 浜 支 店

総 務 課

経 理 課

営 業 課

名古屋出張所

大 分 出 張 所

海 務 課

総 務 課
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成人病検診の数値と同じく相変わらずの高値安定

であったが、運良く１０位となり飛び賞を手にする

ことができた。優勝者は、営業部門の若手であっ

た。ハンデに恵まれたとは云え、若手

が台頭してくることは喜ばしいことで

あるが、仕事の面での台頭が感じられ

ないのはちょっと残念である。

昔は、情報収集の手段としては電話

とファクシミリが主であったが、現在

では、更にインタ－ネットや電子メ－

ルが加わり、情報量は昔と比べものに

ならないほど膨大になった。それらの

取捨選択に神経を擦り減らし、また、

航海サイクルが短い内航の特性もあっ

て、執務時間内は、貨物、船舶の引き

合い及び成約に時間を費やし、終業後

に書類作成に励む姿を目にするとつく

づく大変なことだと思う。

疲れた身体に鞭打ってとまでは言わ

ないが、可能な限り自己研鑽に努めて

海運人としての知識習得に努めるとと

もに、常に感性のアンテナを研ぎ澄ま

せて顧客のニ－ズを敏感にキャッチし、

より良いサ－ビスを提供し続けることができるよ

うに頑張って欲しい。

▲一般貨物船 嘉祥丸（１，６００D�W）

▲石灰石専用船 名友丸（７，４００D�W）

▲ファンネルマーク ▲水砕スラグ専用船 豊洋丸（３，２００D�W）



新 規 加 入 メ ン バ ー  

＊なおこのほか、平成１８年１０月１日付で

豊洋汽船株式会社が新メンバーとして

加入されております。

主要データ
会 社 名：株式会社フレッシュキャリアーズ
（英文名） FRESH CARRIERS CO., LTD.
代 表 者：取締役社長 武重 孝雄
本社所在地：東京都中央区日本橋本町３�４�６

資 本 金：５，２５０万円
入 会 日：平成１８年１０月１日付
所 属 地 区：京浜地区
事 業 概 要
当社は冷凍冷蔵船を運航し、厳格な品質管理が要求される生鮮果実・
野菜を主要貨物とし、冷凍貨物である肉・野菜、その他チルド貨物も輸
送しております。
食品物流の一環である海上輸送に携わる企業として、品質管理には充
分留意し、荷主殿とともに食の安全・安定的輸送に貢献すべく努力して
おります。

▲M.V. Pacific Freesia
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「海運統計要覧２００６」を発行

当協会では１９７０年より毎年、内外の海運に関する諸統

計をはじめ一般経済や主要関連産業の各種統計資料を幅

広く収録した「海運統計要覧」を作成し、海運関係者は

もとより広く一般の方々の参考に供しておりますが、今

般２００６年版を発行いたしました。

構成は以下の通りとなっています。

［項 目］

� 船 腹 � 企業財務

� 船舶の建造と消失 � 内航海運

� 海上荷動と海運市況 � 港湾関係

� 輸送活動 � 船員関係

	 コンテナ輸送 
 関連産業の動向

なお、本書は１部１，０００円（税込、送料別）にて実費頒

布致しますので、購入をご希望の方は以下までお問い合

わせください。

○ 本件に関するお問い合わせ先�
社団法人 日本船主協会 総務部（統計出版担当��橋（裕））

〒１０２�８６０３ 東京都千代田区平河町２�６�４（海運ビル）
tel：０３�３２６４�７１８８ fax：０３�５２２６�９１６６ E�mail：mem@jsanet.or.jp

（総務部��橋（裕））
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２
日
内閣府主催の「海洋国家・日本を考える」と題

したタウンミーティングが横浜にて開催され、

海洋政策について市民との対話が行われた。

会合後の記者会見で北側国土交通大臣（当時）

は、トン数税制等の政策に前向けに取り組む

旨発言。これを受け、当協会鈴木会長および

前川副会長が９月１４日に国交省を訪問し謝意

を表した。

４
日
当協会は、日本内航海運組合総連合会、日本

長距離フェリー協会とともに船舶用燃料油の

高騰問題についての要望書を北側国土交通大

臣（当時）らに提出した。

５
日
当協会と全日本海員組合は、第７回政策フォ

ーラムを開催した。

１１
〜
１５
日

IMO第１１回危険物・固体貨物およびコンテナ

小委員会（DSC１１）がロンドンにて開催され

た。（Ｐ．２１海運ニュース参照）

１５
日
国土交通省は、マラッカ・シンガポール海峡

通航量調査についての中間発表（２００４年と１９９４

年データの比較・分析結果概要）を発表した。

１８
〜
２０
日

「マラッカ・シンガポール海峡の航行安全、セ

キュリティ及び環境保全の推進に関する国際

会議」がマレーシアのクアラルンプールにお

いて開催され、マラッカ・シンガポール海峡

の航行援助施設の維持・更新に資金を提供す

るメカニズムの確立に向けた協力を行うこと

等に合意したことを主な内容とする「クアラ

ルンプール声明」が採択された。

１９
日
船員労働の特殊性を踏まえた上で、労働契約

および労働時間法制のあり方について検討す

る「船員に係る労働契約・労働時間法制検討

会（座長：野川忍・東京学芸大学教授）」の第

１回会合が開催された。

１９
日

ILO海事労働条約の国内批准に向け、法化作業

を促進する検討の場としての「ILO海事労働条

約国内法化勉強会（座長：野川忍・東京学芸

大学教授）」第１回会合が開催された。

２０
日
「船員教育のあり方に関する検討会（座長：宮

下國生・大阪産業大学教授）」第２回内航部会

（部会長：同）が開催された。

２５
日
欧州競争政策閣僚理事会が開催され、欧州委

員会による「外航カルテルへの独占禁止法（競

争法）包括適用除外制度の廃止」提案が採択

された。これにより、理事会規則４０５６�８６は
２００８年１０月に廃止されることとなった。

（Ｐ．２４海運ニュース参照）

２２００００６６年年
99月月
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�月の定例理事会の模様
（９月２７日 日本船主協会役員会議室にて開催）

政策委員会
１．トン数標準税制の進捗状況
２．平成１９年度海運関係税制改正要望（Ｐ．２シッ
ピングフラッシュ参照）

３．船員・船籍問題の進捗状況
４．外航船社間協定に対するわが国独禁法適用除
外制度に関する動き（Ｐ．２４海運ニュース参照）

労政委員会
１．国際船員労務協会との協同体制の進捗状況
２．ILO海事労働条約関係報告
３．船員保険制度変革進捗状況報告

内航部会
１．船舶燃料油価格の高騰問題
２．海事振興連盟「広島タウンミーティング」へ
の参加

港湾関連業務専門委員会
１．水先制度改革の進捗状況
２．横浜・川崎港のタグボートの運営問題の改善
（Ｐ．２９海運ニュース参照）

港湾物流専門委員会
１．港湾物流専門委員会の設置（Ｐ．２０シッピング
フラッシュ参照）

公布法令（９月）
� 海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部

を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令
の整備等に関する政令（政令第３１８号、平成１８
年９月２６日公布、平成１９年４月１日施行）

� 登録水先人養成施設及び登録水先免許更新講
習に関する省令（国土交通省令第９２号、平成
１８年９月２９日公布、平成１９年４月１日施行）

� 港湾法施行規則の一部を改正する省令（国土
交通省令第９３号、平成１８年９月２９日公布、平
成１８年１０月１日施行、一部平成１９年４月１日
施行）

陳情書・要望書等（９月）
提出日：９月４日
宛 先：北側一雄 国土交通大臣（当時）
件 名：船舶用燃料油の高騰問題について
要 旨：当協会・日本内航海運組合総連合会・日

本長距離フェリー協会は、三団体会長の
連名で原油高を受けた船舶用燃料油価格
の高騰問題に対する理解と支援を求めた。

提出日：９月１５日
宛 先：公正取引委員会
件 名：外航海運に関する独占禁止法適用除外制

度のあり方について
要 旨：公正取引委員会による外航海運に関する

独占禁止法適用除外制度に係る意見募集
に対し、現行制度の維持と国益の観点か
らの慎重な検討を要請した。

提出日：９月２２日
宛 先：自由民主党 政務調査会 税制調査会
件 名：平成１９年度海運関係税制改正要望
要 旨：「トン数標準税制の導入」、「償却制度の

改善（税法上１００％償却を可能にすること）」
および本年度末で期限切れを迎える「船
舶の特別償却制度の延長・恒久化」等に
ついて要望した。

国際会議の予定（１１月）
会議名：バーゼル条約第８回締約国会議（COP８）
日 程：１１月２７日～１２月１日
場 所：ナイロビ（ケニヤ）

会議名：IMO第８２回海上安全委員会（MSC）
日 程：１１月２９日～１２月８日
場 所：イスタンブール（トルコ）

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年９月
１０
１１
１２

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５２，１０９
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２

５，９２５
５，９１０
５，９１５
６，３４０
５，００８
５，８５０
６，８１６
６，１２９
５，７０４
６，２７１
６，３２１
６，１４１

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４２，２２８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１

４，９７２
５，０９２
５，３１９
５，４２８
５，３６２
４，９０３
５，８４８
５，４７９
５，３２３
５，４６５
５，４６３
５，９４５

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
９，８８１
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２

９５３
８１８
５９６
９１２

▲３５３
９４７
９６８
６５０
３８１
８０５
８５８
１９６

９．６
２．６
８．６
６．４
４．７
１２．１
７．３

８．８
８．０
１４．７
１７．５
１３．５
２０．７
１８．０
１１．３
１８．９
１４．５
１４．２
１７．６

１６．８
１２．３
１６．１
▲０．４
５．１
１０．９
１５．６

１７．５
１７．９
１６．７
２７．４
２７．０
３０．３
２５．３
２０．２
１８．０
１８．３
１６．９
１６．２

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年１０月
１１
１２

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８
９

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２１．５３
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６

１１４．８２
１１８．４１
１１８．６４
１１５．４５
１１７．８７
１１７．３１
１１７．１３
１１１．５１
１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１３．８５
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５

１１３．４８
１１６．５５
１１５．７２
１１４．１０
１１６．２５
１１５．８２
１１４．３０
１０９．５０
１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３１．６９
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５

１１５．９０
１１９．８３
１２１．３５
１１７．７１
１１８．９５
１１８．８６
１１８．６７
１１３．６５
１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００６ １
２
３
４
５
６
７
８
９

１４６，６４３
１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２

８，９６２
７，７１２
８，１１９
８，３８１
９，８５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２

２，１８２
３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５

０
４４
３００
０

３００
０
０
０
０

１４４，４６１
１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７

８，９６２
７，６６８
７，８１９
８，３８１
９，５５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２

４６，５４９
５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６

３，１６５
２，２９５
２，０４５
２，２０５
３，０４５
９７０

１，５８０
８５７

１，４８５

２６，１４７
１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０

４８９
２９０
２１６

１，２７７
３４７
９５
１７
０

２８５

４，５７６
７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２

２４
０
１４７
８０
１４
０
０
０
２８

６７，４３１
７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５

５，２７７
５，０８３
５，４１１
４，７５５
６，０９０
３，６１０
２，７１５
４，２５０
５，４８０

１９８
４７２
４４２
２４８
５９６
２４７

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１８２
９７８

１，０５４
４３８
６９０
３３１

７
０
０
６４
６１
０
６
０
９４

１，５５１
９１４
２４９
１７２
１０８
８６

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１７０，０３２
１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６

２７，８１８
２８，２３０
３９，９３１
２８，６３３
３２，３９２
２６，５６３
２０，５８８
２０，１６２
２４，４１６

４５，０２１
３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４

４，４０５
８，２８２
７，９５７
５，３４６
７，９８６
１２，１４０
１１，１３２
１６，１４３
９，３６１

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。�品目別はシングルものの合計。�年別は暦年。

海運統計
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ガルフ／西欧 

４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００４ ２００５ ２００６ ２００４ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１５２．５０ ８７．００
１５９．００１０２．５０
１１７．５０ ７０．７５
１１０．００ ７７．５０
１２５．００ ７１．２５
１３５．００１１４．００

１４８．００１２０．００
１２１．００ ９７．５０
１５７．５０ ８３．５０
２９０．００１５６．００
３５０．００２６５．００
３１０．００ ８５．００

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００

１２７．５０ ８２．５０
１３２．５０ ８７．５０
１１２．５０ ６０．００
８７．５０ ６７．５０
１００．００ ６９．５０
１１２．５０ ８７．５０

１２３．００ ９５．００
１０２．５０ ８７．５０
１４５．００ ７５．００
２２５．００１１７．５０
２５５．００１６７．５０
２２５．００ ９７．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００５ ２００６ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

６０．５０ ５９．７５
―
―
―
―
―

３７．７５ ３７．５０
―
―

４７．５０

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。�グラフの値はいずれも最高値。
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石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００５ ２００６ ２００５ ２００６ ２００５ ２００６

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

―
―

２７．００
―
―
―

―
１３．６０
―

２１．５０

１８．４５ １６．２０
―
―
―

１８．７５
―

―
１９．１０

４０．００ １２．５０
３６．００ ３３．００
３９．２５ ３４．７５
３８．５０ ３４．００
３３．４０ ２１．５０
２１．５０ １６．６８

２３．５０ １９．００
２４．５０ １７．５０
２９．５０ ２６．００
３４．００ ２７．６３
３２．００ ２３．４８

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００

１９．７５ １６．００
２２．００ １７．２５

１６．２０
２４．２５ ２２．７５
２０．５０ １３．２５
１１．２５ １０．００

１１．５０ ９．２５
１２．１５ １０．３０

―
１８．５０ １５．８０

１４．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００４ ２００５ ２００６
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３３
１３２
１３２
９６
９５
１１９

１２７
１０７
１０３
１９５
２７６
２１６

２５０
１７８
１５３
１４１
１３７
１４９

１５６
１５５
１５４
２８５
３４２
２４０

２８９
２１５
１８２
１４０
１６４
１９３

１８７
１６９
１６３
３５５
３７４
２６８

３８６
３５５
２３８
２０４
２０１
２３３

２４３
２１９
２２９
３２０
４３３
３７８

２８７
３２６
３２３
２１０
２３５
２５６

２４０
２１７
２２６
２６３
３９０
３６７

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６

平均 １４４．３ １９５．０ ２２４．９ ２８６．６ ２７８．３ １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００４ ２００５ ２００６

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２０５
２０６
１８８
１８１
１７５
１６８

１６６
１５９
１４６
１５５
１３８
１３８

１，３１７
１，２３６
１，１５６
１，１０１
１，０４１
９３５

９０２
９００
８０２
８８２
８１３
８１１

１，３５０
１，２７９
１，２３４
１，２３２
１，１７８
１，０５７

１，００６
１，００８
８８１
９３４
８７７
８７７

５３
５１
５６
５５
５４
５５

５２
５０
４７
４３
３８
３９

２８７
２８６
３００
１６３
１４５
１４２

１３１
１３０
９０
１０３
１１３
１４３

４８９
４９０
５０９
２５６
２２４
２１８

２０４
１９９
１４６
１４８
１６２
２１８

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００３ ２００４ ２００５ ２００６

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８５
１５６
１５１
２０３
２９０
３０４

２７３
２７６
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出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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この内容に関するパンフレットをご希望の方は、下記までご連絡ください。
（企画部）TEL：０３‐３２６４‐７１７４、FAX：０３‐３２６２‐４７５７、e�mail : pln�div@jsanet.or.jp
なお、パンフレットは、当協会ホームページ（www.jsanet.or.jp）にも掲載しています。
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内田康夫の「恐山殺人事件」「津軽殺人事件」「夏
泊殺人事件」を読み、JR東日本の「大人の休日倶
楽部」を利用して下北半島に行ってみようと思い
立った。金曜日の夜東京を発ち、八戸に泊まり、
翌日、野辺地経由で下北へ。下北からバスで「恐
山」に向かい、恐山よりバスを乗り継いで、薬研
温泉に行くことにした。９月２９日の２０時頃の新幹
線「はやて」で八戸に向かう。八戸は４０年ぶり、
下北半島は３５年ぶりだ。
さて、八戸駅に着いたものの、目指す「第一ワ

シントンホテル」が見当たらない。「ちょっと離れ
てますがねえ」と駅員が指し示した方角を歩いて
いるが、なかなかそれらしい建物がでてこない。
それどころか、だんだん世間が暗くなってくる。
「ええい」と思い切ってタクシーを拾った。「ホテ
ルまで大分離れているんだねえ」「お客さん、東京
がらか。２駅あんぞ」「えっ！」。
予約したホテルは、八戸～鮫間を走る支線の「本

八戸」という駅前のホテルで、むしろこの本八戸
が八戸の市街地だった。「第一ワシントンホテル」
は名前のわりに貧相で、案内もなく鍵だけ渡され
た部屋はまるで独居房（入ったことはない）で、
ＴＶはつかないし、バスもトイレも狭い。「これで
９，０００円かよ！」と思わずつぶやいた。救いは朝食
の御飯の旨さと、朝食会場にいた津軽美人の従業
員。
翌日朝早く、「本八戸」から「八戸」へ。ディー

ゼル車は馬渕川をゆっくり越える。いわゆるセキ
スイハウスとかダイワハウスといった家が立ち並
ぶ。格差がつきすぎた日本と言いながら、スラム
街とはほど遠い家々がなぜ日本の隅々まで建ち及
んでいるのか。稲の黄色い絨毯が美しい。そうい
えば、４０年前は、この八戸線で岩手から本八戸に
入ったのだった。
八戸から特急に乗り、野辺地に。野辺地から大

湊線で下北駅に向かう。快速「しもきた」と銘打
つこの列車（たった一輌なので列車かどうか、ま

たディーゼルなので電車ではないと思うのだが）、
単線の下北半島を猛烈なスピードで突っ走る。１
輌だから、車体が台風にさらされているかのよう
にぐらぐら揺れる。右に海、左に小高い丘と畑地。
明解に切り分けられる風景を見ながら、満員なの
で座り込んでいる高校生の理解しにくい会話を背
後に聞きながら、非日常的な気分に我を忘れる。
“最果ての暴走族”に身をゆだねて１時間、「下
北駅」に降り立つ。路線バスに乗り３０～４０分で恐
山に着く。宇曽利湖という湖に隣接し、火山ガス
が吹き出る荒涼とした土地の中に恐山菩提寺であ
る円通寺がある。８６２年慈覚大師円仁によって始め
られたと伝わる。青い空に白い土、無数の無縁塔、
御霊石を従えてしっかりとした寺社、宿坊、そし
て男女別に分かれた温泉小屋がある。強風が吹き
すさび、砂が飛び、イタコが無気味な声を発する
というような全く別世界としての霊場を想像して
いたが、そこに広がる世界は、むしろ美しい湖と
若干紅葉した樹々に彩られた山に囲まれ、かつ守
られた日常的で立派な観光地だ。たった一人しか
いない“イタコ”に１０人位の亡き肉親の声を聴き
たい人たちが座して順番を待つ。プライバシーは
ない。
行きに比べて帰りの路線バスはサービス精神旺

盛である。この山に因むエピソードをこれでもか
と紹介する。「可愛い娘さんを亡くされた両親がこ
の山に泊まり、イタコの声にのった娘に会い、夜
この場所で撮った写真を帰って現像したら、お父
様の傍らに娘さんが写っていたのです」年寄りば
かり（どういうわけか若い外国人男性が一人乗っ
ていた）で加齢臭に満ちたバスの中で、私は幾分
安らぎと心地よさを感じながら、いつか妻と二人
でこの宿坊に泊まり、写真でも撮って亡き母に会
うかとボンヤリ考えていたら、目の端に「賃挽き
いたします。一日１４，０００円」というこの土地にと
って日常的な看板が飛び込んできた。

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ部長 加藤 和男
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編 集 後 記
表紙の�にお気づきでしょうか？ なん

と“５５５”冊目の本誌。残念ながら特にスペ
シャルなものはありません（笑）。過去幾多
の renewalを繰り返し、電子メディアの発達
に伴う紙メディア存亡の危機？を乗り越え
脈々と受け継がれて来たことを思うと、先
人達に頭が下がるばかりです。
売上、利益といったような明確な数字で

業績を表せない弊会にとって、活動状況や
業界情報、様々な問題の進捗状況をお伝え
する本誌はいわばミニ決算書のようなもの。
進行中のものはなかなかすぐに文章化・記
録化することが難しい部分も多いのですが、
可能な限り発信していく所存です。
今後も会員会社の皆様や海運業界のより

よい発展のためのビジネス環境改善に陰に
日向に尽力し、本誌上でお伝えしていける
よう、弊会も日々 power upしていけたらと
思います。 （MN）
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